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第１章 はじめに

国立社会保障･人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口(令和５（2023）年推計)」に

よると、2050年には、人口１万人未満の市区町村が約13％増加し、40％を超える見通しで

す。 また、都道府県のうち21県で人口が100万人未満になり、うち４県は50万人未満になる

見通しです。

広域連携の必要性1.1

こうした人口構造の変化による人手不足に加え、インフラの老朽化といった様々な資源制約

の更なる深刻化が予想される中、地方公共団体には、持続可能な行政サービスを実現するた

め、それぞれが有する資源を融通し合い、共同で活用していく視点がますます求められます。

図表1-1 地方公共団体の将来人口（※１）

また、人材の確保については、地方公共団体は、土木技師、保健師、建築技師、ICT人材、保

育士、 看護師等の専門技術職の確保について課題を感じています。※ 「総務省 第４回 ポスト・コロ

ナ期の地方公務員のあり方に関する研究会資料」（自治体アンケート結果）

しかしながら、広域連携の取組については、産業政策、観光振興、災害対策など、比較的連携

しやすい取組から実績が積み上げられている一方で、広域での公共施設の集約化や専門人材

の確保といった資源制約に対応するための取組については、現状十分に進んでいるとは言え

ません。

482

283

255

238

580

684

339

438

72

85

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2050

2020

5千人未満 5千人～1万人 1～5万人
5～30万人 30万人以上

4 17

10

20

28

5

8

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人未満 50～100万人 100～500万人
500～1,000万人 1,000万人以上

2020年と2050年における総人口の

規模別にみた市区町村数と割合

2020年と2050年における総人口の

規模別にみた都道府県数と割合

(16.4) (13.8) (39.6) (25.3) (4.9)

(27.9) (14.8) (33.6) (19.6) (4.2)

(21.3)

(8.5)

(59.6) (17.0)

(36.2) (42.6) (10.6)

公共施設の集約化については、施設の廃止の議論にも踏み込む必要が生じるなど、地域を超

えて取り組む場合の利害調整に特に困難を伴うため、広域での取組が十分には進んでいない

ものと考えられます。また、専門人材の確保についても、市町村間での連携や都道府県による

補完・支援によって専門人材を確保・育成する取組事例は多くは見られず、規模の小さな市町

村を中心として、専門人材の配置が困難な状況が生じています。

※１ 「総務省 第１回 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会資料」（総務省）（ 000982083.pdf ）より引用・加工

そのため本書では、特に「公共施設の集約化」「専門人材の確保」の取組事例を紹介します。

https://www.soumu.go.jp/main_content/000982083.pdf
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2.1

第２章 自治体間の連携の手法

図表2-1 多様な広域連携

手法 概要・連携イメージ

連携中枢都市圏・定住自立圏
一定の規模を有する連携中枢都市・中心市と周辺の市町村が
連携して圏域を形成。

上記以外の市町村間の広域連携
核となる都市がない地域や三大都市圏の都市の間の水平・相
互補完的、双務的な役割分担。

都道府県による市町村の補完・支援
個々の市町村の規模や能力、市町村間の広域連携の取組状況
に応じた都道府県による補完や支援。

広域連携の手法については、連携中枢都市圏・定住自立圏や核となる都市がない地域におけ

る水平的・双務的な連携、都道府県による市町村の補完・支援などの多様な広域連携の手法が

ありますが、地域の実情に応じてこれらの手法の中から最も適したものを選択することが重要

です。

多様な広域連携

図表2-2 事務の共同処理制度の種類

制度の種類 概要

法人の設立を
要しない簡便な
仕組み

連携協約
地方公共団体が、連携して事務を処理するに当たっての基本
的な方針及び役割分担を定める制度。

協議会
地方公共団体が共同して管理執行、連絡調整、計画作成を行
う制度。

機関等の共同設置
地方公共団体の委員会又は委員、行政機関、長の内部組織等
を複数の地方公共団体が共同で設置する制度。

事務の委託
地方公共団体の事務の一部の管理・執行を他の地方公共団
体に委ねる制度。

事務の代替執行
地方公共団体の事務の一部の管理・執行を当該地方公共団
体の名において他の地方公共団体に行わせる制度。

別法人の設立を
要する仕組み

一部事務組合
地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために
設ける特別地方公共団体。

広域連合

地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であると
認められる事務を処理するために設ける特別地方公共団体。
国又は都道府県から直接に権限や事務の移譲を受けること
ができる。

2.2
事務の共同処理制度は、地方公共団体が協力して事務を管理・執行し、効率的な行政運営を

実現するための仕組みです。地方自治法に基づく共同処理制度の種類は、下表のとおりです。

詳細は、第５章「資料編」5.8「事務の共同処理制度の比較」を参照ください。

事務の共同処理制度
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 施設の利用実態や老朽化の状況、同種の施設の配置状況、施設を集約化した場合
の住民への影響等について調査・分析を行い、その結果を関係自治体間で共有する。

 都道府県や連携中枢都市、定住自立圏の中心市などが中心となって、各団体の施設
の老朽化等の課題や、人口減少、住民ニーズも踏まえ、どのような施設が必要とさ
れているか等について、外部有識者や住民代表（公募市民等）も含めた検討会等で
議論する。

 集約化をテーマとした議論の場の設定が難しいと考えられる場合には、「ファシリ
ティマネジメントにおける広域連携」など、間口を広く設定して自治体間の協議の場
を設けることや、市町村境に近接する施設の利用状況を見える化することなどが考
えられる。

 協議の進め方については、市町村長等が集う場で一定のコンセンサスを得た上で、
実務者レベルで検討を進める。また、有識者から助言等を得る。

住民・議会の理解促進

施設の維持管理

費用負担に係る合意形成

課題の共通理解・

関係自治体との調整

 広報誌による周知など、住民に対する広報を充実させる。

 集約化・複合化により機能やサービスが向上する点や、現在の施設の具体的な利用
状況（稼働率等）、人口減少、財政状況について、住民や施設を主に利用する関係団
体等に対する説明会や意見聴取の機会を設けるなどして、十分に説明する。

 住民の利便性が低下する懸念がある場合は、対応策を検討・実施する。（集約後の施
設までの移動手段の確保、利用料の激変緩和措置、共通予約システムの整備、施設
の立地を住民が利用しやすい場所（中間地点など）にする等）

 関係団体間で費用負担のルール（例：人口、所有面積や利用者数に応じて按分）を検
討し合意する。

 地方財政措置や国庫補助金などの活用を検討・協議する。

 集約化した施設の維持管理については、運営にあたっての役割分担を整理したうえ
で、事務の委託等の共同処理制度の活用も検討し、事務の効率化を図る。

3.1 公共施設の集約化の取組について

第3章 公共施設の集約化

本章では、公共施設（図書館、病院、文化会館、給食炊飯施設）の集約化の取組事例を紹介し

ます。

また、公共施設の集約化の取組を実施するにあたって想定される一般的な課題とそれらを解

決するために効果的と考えられる取組を以下に記載しています。本章に掲載している取組事例

とあわせて、取組を実施する際に参考にしてください。

想定課題 効果的と考えられる取組

➡ 複数団体による公共施設の集約化・複合化等に向けた調査検討経費に係る特別交
付税措置（P59）

➡ アドバイザー派遣制度（地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業）（P61）

➡ 複数団体による公共施設の集約化・複合化等の円滑化のための経費に係る特別交
付税措置（P59）
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第3章 公共施設の集約化

 県内図書館との連携や資料に関する業務は
県が、来館者へのサービスは市が担うなど、
役割分担を整理

 旧県立長崎図書館跡地に整備した郷土資料
センターにおいて、本の取り寄せや返却が
できるサテライト機能を整備

長崎県立長崎図書館（長
崎市）と大村市立図書館
を統合し、県・市一体型の
図書館を大村市に整備

取組事例 ➊ ＜長崎県立・大村市立図書館の集約＞3.2.1

 両市による広報誌での周知や再編説明会
の実施、市長と語る会のテーマとするなど、
住民に対して丁寧に説明

 既存病院を存置した場合の維持管理費の増
加なども含め、他の解決策と比較・検討

取組事例 ❷ ＜土岐市立総合病院・東濃厚生病院（瑞
浪市）の集約＞

3.2.2

 県内文化団体への聞き取り調査・意見交換
会や、有識者を交えた検討委員会の開催、
パブコメ等により、丁寧に調整や方針決定
等を実施

 県へ市職員を派遣し、課題認識等を共有

取組事例 ❸ ＜秋田県民会館・秋田市文化会館の集約＞3.2.3

 広域化により給食費の負担を軽減

 建設後の米飯単価等を比較したうえで、合
意形成を図った

 連携事業としたことで、維持管理に要する
経費について、特別交付税措置や、地域活
性化事業債の活用が可能となり、財政負担
を軽減

取組事例 ❹ ＜山形市・周辺市町の給食炊飯施設の
集約＞

3.2.4

長崎県・大村市関係
自治体

土岐市立総合病院・瑞浪
市の東濃厚生病院を集約
し、組合立の医療センター
を土岐市内に整備

土岐市・瑞浪市関係
自治体

県民会館と市文化会館の
機能を集約し、県・市立の
文化施設を整備

秋田県・秋田市関係
自治体

連携中枢都市圏構成市町
により山形広域炊飯施設
を整備

山形市・

連携市町
関係

自治体

3.2 公共施設の集約化に関する取組事例

公共施設の集約化の取組について、４つの取組事例を紹介します。

取組の概要は以下のとおりです。取組におけるポイントの詳細は、後続の事例を参照ください。

取組におけるポイント自治体名・取組
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長崎県・大村市関係自治体

施設種類 図書館

集約後施設名 ミライon図書館

 長崎市内にあった長崎県立長崎図書館と、大村市内にあった大村市立図書館を集約化し、県立・市立

が一体となった「ミライon図書館」を大村市内に整備した。旧県立長崎図書館跡地には、郷土資料セン

ターを整備し、県立図書館の郷土資料部門を担うとともに、ミライon図書館の本の取り寄せや返却が

できる、サテライト機能も担っている。

老朽化していた長崎県立長崎図書館・大村市立図書館を合築により県立市立一体型図書館として整備

 両館の建替えのタイミングが重なったことや、十分な敷地を確保できたことなどから、県央に位置する
大村市内に合築による整備を実現した。 一般的な県立・市立図書館の業務の違い（県立図書館は市町
立図書館への援助等の広域支援が重要な業務であるのに対し、市町立図書館は住民へのサービスが
第一義的な機能であること）などを基に、県・市の役割分担や組織構成を検討した。主に、資料・企画・
広域支援（県内市町立図書館への支援）に関する業務は県が、施設・設備の維持・管理・来館者へのサー
ビスは市が主体となって行うこととした。

 施設・設備を効率的に管理するため、地方自治法上の「事務の委託」を活用し、大村市が一元的に施設
の維持管理を実施。

 長崎市内の旧県立長崎図書館跡地に整備した郷土資料センターは、郷土資料部門を取り扱うため、本
の取り寄せや返却ができるサテライト機能を設けることで、住民の利便性を確保。

 収蔵能力、駐車場面積、市外からの来館者増加による交流人口の増加、県・市の図書館職員の交流増加
による双方のスキルアップなどの効果があった。

取組のポイント

第3章 公共施設の集約化

取組事例 ❶ ＜長崎県立・大村市立図書館の集約＞3.2.1
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関係自治体との調整

 県による誘致自治体等からの意見聴取により、大村市内への県立図書館の移転が決定し、その後、
県と市の協議により、県立図書館と市立図書館の合築が決定した。

 県・市の双方で、合築に関する整備室を立ち上げて、協議を行った。

 調整の中で特に苦労した点として開館日等の運用内容（①）、業務の役割分担・人員配置等の組織
構成（②）、費用負担の割合（後述）があった。

 ①に関して、図書の貸出期間などの運用方法は、県立図書館の運用を基本的に踏襲した。図書館
で利用するシステムに関しては、それぞれの既存のシステムを参考にしながら、県市一体型図書館
システムを新たに構築した。

 ②に関して、県立図書館・市立図書館の機能の違いなどを基に、業務の役割分担や組織構成を検
討した。主に、資料・企画・広域支援（県内市町立図書館への支援）に関する業務は県が、施設・設
備の維持・管理・来館者へのサービスは市が主体となって行うこととしている。一方、細かな業務
レベルでも役割分担を設定しつつ、双方で行う業務も多数設定した。

 その他、駐車場の利用料金や条例の改正等においても必要な調整を行った。

課題の共通理解

第3章 公共施設の集約化

取組の流れ

 長崎県立長崎図書館（以降、県立図書館）について、老朽化が進んでいたことや、狭隘な施設では
図書館に求められる機能の多様化に対応できなかったことから、建替え・移転の検討が始まった。

 大村市では、全世帯へのステッカー配布などにより、住民を巻き込んだ県立図書館の誘致活動を
実施した。また、平成17年度から毎年長崎県知事に県立図書館の誘致について要望活動を実施
していた。

 県立図書館と大村市立図書館（以降、市立図書館）の建替えのタイミングが重なっていたこと、大
村市に十分な敷地を確保できること、交通アクセスの利便性が良いことから、大村市が県立図書
館の移転先に決まり、合築での整備を行う方針となった。

取組のきっかけ
建替え時期の一致
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第3章 公共施設の集約化

図表３-１ 住民説明において使用された説明資料（※１）

住民・議会からの理解促進

 ミライｏｎ図書館では、県立図書館と市立図書館の資料を区別することなく一体的に取り扱い、同
一の書架に配架している。また、窓口カウンターは県・市共同で設置し、貸出・返却・レファレンス
サービス等を提供している。

 旧県立図書館跡地に郷土資料センターを建設し、県立図書館の郷土資料部門を担うとともに、ミ
ライon図書館の本の取り寄せや返却ができるサテライト機能も担うことで、旧県立図書館があっ
た地域の住民の利便性を考慮している。

 長崎県内の６市（長崎市、大村市、対馬市、諫早市、島原市、佐世保市）で住民へ説明会を実施し、
長崎市民への説明時は、郷土資料センターはミライｏｎ図書館のサテライト機能を有し、本の取り
寄せや返却ができる点などを丁寧に説明した。

 大村市民への説明時は、市外からの来館者増加による関係人口増加、図書館の蔵書拡大、機能拡
充などをアピールした。

 各団体・県議会から大村市内での整備について意見を受けた際は、長崎市内での建設が難しい理
由（十分な建設用地の確保が困難であることなど）を都度丁寧に説明した。

利用者目線での一体
的なサービス提供

サテライト機能の整備

※１ 「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」（仮称）整備基本計画（素案）（概要）」（長崎県・大村市）（長崎県提供資料）
より引用
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第3章 公共施設の集約化

図表３-２ 長崎県議会での説明資料（「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」

（仮称）整備基本計画（素案））で記載された一体型図書館のイメージ⑴（※１）

※１  「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」（仮称）整備基本計画（素案）」（長崎県・大村市） （長崎県提
供資料）より引用
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第3章 公共施設の集約化

図表３-３ 長崎県議会での説明資料（「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」

（仮称）整備基本計画（素案））で記載された一体型図書館のイメージ⑵ （※１）

※１ 「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」（仮称）整備基本計画（素案）」（長崎県・大村市） （長崎県提
供資料）より引用
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費用負担に係る合意形成

 元々市立図書館があった場所であることから、土地の所有権は大村市単独とし、長崎県と大村市
の間で土地使用契約を締結している。

 建設費は館内の各室の所有面積で負担比率を設定し、図書館全体でその比率を足し合わせた比
率（長崎県：大村市=1．53：1)で負担することで、その比率を基に建物の所有権を決定した。

 維持管理にあたっては、事務の効率化、維持管理コストの縮減を図るため、地方自治法の「事務の

委託」を活用し、大村市が一元的に維持管理を行うこととした。建物の所有権（長崎県：大村市=1．

53：1)を基に、長崎県が所有する分の維持管理費を大村市に支払っている。

施設の維持管理

所有面積に応じて負担

事務の委託による
一元的な維持管理

第3章 公共施設の集約化

図表３-4 長崎県議会での説明資料（「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」

（仮称）整備基本計画（素案））で記載された一体型図書館のイメージ⑶ （※１）

※１ 「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料センター」（仮称）整備基本計画（素案）」（長崎県・大村市） （長崎県提供資料）より引用
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取組の効果

 旧県立図書館に比べ、収蔵能力は約2.9倍、駐車場面積は約9倍となった。

 県・市の図書館職員の業務経験を共有することで、県・市職員の双方のスキルアップにつながっている。

 県立図書館の機能を有していることで、大村市外からの来館者が増加し、交流人口が増加している。貸出

人数のうち2割は、市外の利用者である。

収蔵能力や利用者数
の増加

第3章 公共施設の集約化

担当課

長崎県 教育委員会 長崎県立長崎図書館

Mail： s40270@pref.nagasaki.lg.jp TEL： 0957-48-7700

大村市 教育委員会 大村市立図書館

Mail： tosyokan@city.omura.nagasaki.jp TEL： 0957-48-7700
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 土岐市内にある土岐市立総合病院と瑞浪市内にある東濃厚生病院は、急性期・救急対応に特化した二

次救急医療機関である点で機能が重複しており、地域全体で急性期病床の過剰供給や医師不足と

いった課題が生じていた。そこで、二次医療機関としての両病院の機能を集約して１病院化することと

し、両市で構成される東濃中部病院事務組合により新病院「公立東濃中部医療センター」を土岐市内

に整備している（令和8年2月開院予定）。

土岐市立総合病院・東濃厚生病院（瑞浪市）の統合による１病院化

取組事例 ❷ ＜土岐市立総合病院・東濃厚生病院（瑞浪市）の集約＞3.2.2

岐阜県土岐市・瑞浪市関係自治体

施設種類 病院

集約後施設名 公立東濃中部医療センター

 両市の中間地点に建設することで、両市の住民の利便性を確保。

 診療科分担や病床機能分担などの1病院化以外の解決策も含めて検討し、多様な観点から比較を行っ
た上で、複数診療科の同時受診や、救急医療の高度化、機器等の集約化が可能となる1病院化を選択し
た。

 広報誌掲載や「市長と語る会」のテーマとすることなどで住民に対して丁寧な説明を行った。

 1病院化により、地域の医療資源を集約し、救急医療体制の充実など、より高度な医療サービスの提供
が可能となったほか、スタッフの集約により医師不足が解消される見込み。

取組のポイント

第3章 公共施設の集約化

※１ 完成イメージ

※１

※１

※１
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 平成28年に土岐市・瑞浪市・JA岐阜厚生連（東濃厚生病院を運営）、土岐医師会が「地域医療構想
における東濃中部の医療を考える研究会」を全3回開催し、地域医療が抱える課題の共有が行わ
れた。

 土岐市では、「土岐市病院事業改革プラン策定委員会」を平成28年に開催し、平成29年に「土岐
市病院事業新公立病院改革プラン」を策定した。

 これらの背景を踏まえ、 JA岐阜厚生連から土岐市、瑞浪市の両市に対し、東濃中部の医療提供体
制のあり方の検討について申し出が行われ、平成29年、土岐市、瑞浪市、JA岐阜厚生連の三者に
よる「東濃中部の医療提供体制検討会」が立ち上げられた。

 「東濃中部の医療提供体制検討会」における議論では、診療科分担や病床機能分担などの他の解
決策も含めて検討されたが、既存の両病院を存置した場合、施設設備の経年劣化に伴う維持管理
費が増加することや、病床機能分担を行った場合、経営が厳しくなるなどの課題があった。

 一方、統合した場合、複数診療科の同時受診、医師確保による救急医療の高度化、維持管理の面
でも医療機器等の集約化が可能となるといったメリットを踏まえ、1病院化する方針で決定した
（図表3-5参照）。

 1病院化により、地域の医療資源を集約し、より高度な医療サービスの提供と、将来にわたる継続
的な地域医療の確保を目指すこととなった。

 「地域医療構想における東濃中部の医療を考える研究会」や「東濃中部の医療提供体制検討会」は
いずれも土岐市、瑞浪市両市の副市長が参加しており、トップダウンで議論が進められた。

課題の共通理解

複数の解決策を
比較検討

副市長が参加して協議

第3章 公共施設の集約化

取組の流れ

 高齢化に伴う人口減少により医療需要の減少が続くことや、高度医療を担う医師の確保が困難な
状況であること、両病院（土岐市立総合病院・東濃厚生病院）の急性期病床を足しあわせると供給
過剰である一方で回復期病床が不足していることが、両病院の課題であった。これらの課題によ
り、両市から総合病院がなくなることが懸念されていた。

 「岐阜県地域医療構想」（平成28年）において、「特に東濃圏域には同規模の公立病院、公的病院
が近接して立地し、運営主体が同じ病院も複数あるため、病院間の関係の整理、位置づけについ
て研究、検討を行う。」という方針が示された。

取組のきっかけ
需要を踏まえた
適正配置の検討
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図表3-5 1病院化と他の解決策の比較（※1）

※１  「東濃中部の医療提供体制検討会 検討結果報告書」（土岐市）
（http://www.tokisou.gfkosei.or.jp/pdf/kaikaku_plan/sannkou3.pdf）より引用

第3章 公共施設の集約化

 「東濃中部の医療提供体制検討会」では、病院の建設候補地の検討が行われ、両市の中間地点に
建設すること及び「公設民営」とする方針が決定された。

 令和2年には「土岐市・瑞浪市病院事業一部事務組合設立準備会」が設立され、費用負担割合や建
設候補地について検討を行うとともに、一部事務組合の規約等を作成した。一部事務組合への2
市負担金の割合は、人口に応じて負担する方針で2市の合意に至った。

 令和3年には土岐市、瑞浪市、JA岐阜厚生連の3者で新病院の設置に関する覚書締結を行い、運
営方法、建設候補地について合意をした。

 土岐市は土岐市立総合病院を建設した経験があり、病院建設についての検討は、土岐市が議論を
主導した。また、JA岐阜厚生連が土岐市立総合病院の指定管理を受けており、運営方法について
の知見を有していたため、運営面についての検討は、JA岐阜厚生連が議論を主導した。

関係組織との調整
両市の中間地点に建設

http://www.tokisou.gfkosei.or.jp/pdf/kaikaku_plan/sannkou3.pdf


20

住民からの理解促進

 両市において広報誌による周知を行った（図表3-6参照）。住民に対しては、医師不足により医師
の確保が困難となっていることや、人口減少に伴う医療需要の減少など、再編の必要性を説明し
た。

 建設地が土岐市内であることから、瑞浪市民からの不安の声が多かった。そのため、「東濃厚生病
院と土岐市立総合病院再編説明会」の実施や、「市長と語る会」のテーマとして住民と議論するな
ど、丁寧な説明を行った。

 瑞浪市内から新病院へ向かう交通手段（シャトルバス等）の設置を検討し、利便性を維持する予定
である。

 東濃厚生病院の後利用は、一次医療機関として診療することを検討している。

 公募市民を含めた市民ワークショップを行い、新病院に期待することについて議論した（図表3－
7、3－8）。

図表3-6 「広報みずなみ」での掲載紙面（※１）

※1  「広報みずなみ 令和3年3月1日号」 （瑞浪市）
（https://www.city.mizunami.lg.jp/shisei/kouchou_kouhou/1001319/1006202/1006320.html）より引用

第3章 公共施設の集約化

【参考】東濃厚生病院と土岐市立総合病院再編説明会 ホームページはこちら

https://www.city.mizunami.lg.jp/kenkou_fukushi/1005977/1007031/1006324.html

医師確保の困難さや
医療需要の減少など
を説明

新施設までの
交通手段の確保

https://www.city.mizunami.lg.jp/shisei/kouchou_kouhou/1001319/1006202/1006320.html
https://www.city.mizunami.lg.jp/kenkou_fukushi/1005977/1007031/1006324.html
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※1  「東濃中部病院事務組合 公開資料」（東濃中部病院事務組合）（https://www.union-
tono.jp/material/public_material/）より引用

図表3-7 市民ワークショップの様子（※1）

第3章 公共施設の集約化

図表3-8 市民ワークショップで使用した資料（※1）

https://www.union-tono.jp/material/public_material/
https://www.union-tono.jp/material/public_material/
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取組の効果

 需要に合わせた適正な病床数とすることに加え、不足していた回復期病床も増加させることができる計

画となっている。

 2病院の統合によるスタッフの集約により、医師等の不足が解消できる。また、最新の医療機器を導入する

ことで、研修医の受入や医局からの派遣医師が増えることが期待されている。

 医師の増加が見込まれていることから、これまで両病院の強みとなっていた脳神経外科、整形外科の対応

に加え、がん診療、急性心筋梗塞、心不全、内分泌・代謝疾患などに重点を置き、2病院を合算する以上の

診療機能となる予定である。1つの病院に多様な診療科を確保することが可能となり、住民は複数診療科

を同時に受診できることとなる。

 土岐市及び瑞浪市には出産施設がなく、妊娠分娩、周産期疾患の患者の2市外流出率が高い状況となって

いるが、新病院には産婦人科を設置予定のため、その状況を改善することができる。

担当課

瑞浪市 健康福祉部 健康づくり課

Mail： kenko@city.mizunami.lg.jp TEL： 0572-68-9785

土岐市 健康福祉部 健康推進課

Mail： hoken@city.toki.lg.jp TEL： 0572-55-2010

施設の維持管理

 土岐市・瑞浪市の両市が構成市となる一部事務組合である、「東濃中部病院事務組合」を設置し、

JA岐阜厚生連が指定管理者として管理運営を行う。

 JA岐阜厚生連への指定管理料は東濃中部病院事務組合が支払う予定となっているが、その財源

は土岐市・瑞浪市が人口に応じて負担する構成市負担金となる見込みである。

 公設民営にすることで、病院事業債に係る交付税措置の対象とし、3者の負担額を圧縮した。

 建設費の48%を指定管理者であるJA岐阜厚生連が負担し、残りの負担額を2市で人口に応じて
負担している。

 建設地は土岐市が所有する土地であり、土地に関する瑞浪市の費用負担は生じていない。

費用負担に係る合意形成

交付税措置等
による負担圧縮

一部事務組合の設立や
指定管理者制度の活用

第3章 公共施設の集約化

回復期病床の増加、医師不足の解消

複数診療科の同時受診が可能に
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 秋田県民会館の老朽化及び機能強化等の課題と秋田市文化会館の耐震補強に係る大規模改修等の

課題があったため、秋田県民会館跡地に県・市共同で文化施設「あきた芸術劇場」の整備を行った。

秋田県民会館・秋田市文化会館の機能を集約した文化施設を県・市共同で整備

取組事例 ❸ ＜秋田県民会館・秋田市文化会館の集約＞3.2.3

秋田県・秋田市関係自治体

施設種類 文化施設

集約後施設名 あきた芸術劇場

 県内の文化団体への聞き取り調査・意見交換会や、有識者を交えた検討委員会の開催、パブリックコメ
ント等により、丁寧に調整や方針決定等を行った。

 県への市職員の派遣により、課題認識の共有を図った。

 県民会館と市文化会館の機能を継承させることを念頭にすり合わせを行い、大ホールは県民会館大
ホール、中ホールは市文化会館大ホールの代替施設とみなし、他のスペースは県・市折半として費用負
担割合を算定した。

 これまで県内では開催できなかった多種・多様な公演や大会等の開催が可能となった。

取組のポイント

第3章 公共施設の集約化
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関係自治体との調整

 秋田県は、県及び市町村が協働して住民サービスの向上等を図るため双方向で政策等の提案を
するとともに、対等な立場で議論し合意形成に努める場として、平成21年度に「秋田県・市町村協
働政策会議」を設置し、多様な分野で連携を推進している。

 両施設が抱えていた課題、人口減少下での公共施設の最適化、行政改革等の観点から、知事と市
長が「県市連携による再編整備の検討」を表明した。（平成25年4月）

 「職員派遣に関する協定」を締結し、市職員を県に派遣することにより課題認識の共有及び一体
的な事業の推進を図った（平成29年度派遣開始）。また、派遣する前については、週１回程度の頻
繁な打ち合わせを県・市で実施した。

 有識者による整備構想検討委員会（平成25年度）、興行主へのインタビュー調査（平成25・28年
度）や、県内25市町村の文化団体への聞き取り調査（平成27年度）による検討を行った。

 ホールの機能改善により従前に実施できなかったイベントを誘致・実施できる施設を重視する秋
田県と、市民の日常的な活動に利用できる施設を重視する秋田市で、比重点は異なっていたが、
県民会館と市文化会館の機能を確実に継承させることを念頭に置いてすり合わせを行った。

 本体工事に係る部分は県が、駐車場用地の確保に係る部分は市が行うなど、主体となって実施す
る箇所を分担した。

課題の共通理解

首長による合意

職員派遣による認識の
共有

関係団体等への
聞き取り調査

第3章 公共施設の集約化

取組の流れ

 平成23年２月に国民文化祭の開催が決まったことを受け、同年８月に秋田県は「あきた文化ルネ
サンス宣言」を行い「地域の文化力を高め、文化の力で秋田を元気にする」取組を行ってきた。ま
た、秋田市では、平成20年度に中心市街地活性化基本計画を策定し、文化施設を中心市街地に
集約するなど、「歴史と文化を活かしたまちづくり」に取り組んできた。

 県内最大規模の収容規模（1,839 席）を設けていた秋田県民会館については、築50年以上が経
過し施設の老朽化が進んでいたほか、舞台が狭く、楽屋数も少ないこともあり、若者を集客でき
るコンサートや舞台装置が大がかりなオペラや演劇等の公演が行えないなど、様々な課題を抱え
ていた。また、秋田市文化会館についても、築30年以上が経過しており、耐震補強など大規模改
修が必要となっていた。

取組のきっかけ 老朽化等の共通課題
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住民からの理解促進

 新たな土地取得費・工事費の大幅増への懸念や、人口減少を見据えたコンパクトシティ化による
住民の利便性等を鑑み、中心市街地に建設することとした。

 整備に当たり、パブリックコメントの募集、県民及び文化団体との意見交換会を実施した。また、
舞台に立つ側、舞台を観る側双方にとって満足度の高い施設づくりに向けて、さまざまな利用者
の声を運営管理に反映させるため、文化団体などの実務担当者や公募県民による運営管理に関
するワークショップ等を県・市共同で実施した。

 運営管理に関するワークショップにおける議論の結果は、県公式サイト等において県民に共有した
（図表3-9）。

 なお、当該ワークショップにおいて、将来像や運営主体、県民・市民参加などについて、計６回の意
見交換等を実施した（図表3-10）。

 パブリックコメントや意見交換では、整備に否定的な意見が一部あったものの、県民会館・市文化
会館の老朽化により県民の芸術鑑賞機会が制限されていること、施設の建替え・大規模修繕にそ
れぞれ多額の費用を要することへの懸念については理解を得られ、県市連携での整備を前提と
する意見が多かった。

県・市共同の説明会

パブコメ、関係団体と
の意見交換

第3章 公共施設の集約化

図表３-9 ワークショップの広報資料（※1）

※１  「秋田県・市連携文化施設 運営管理ワークショップかわら版 『いっぺけ』 Vol. ５ 」（秋田県） （秋田県提供資料）より引用
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費用負担に係る合意形成

 社会資本整備総合交付金の「暮らし・にぎわい再生事業」や、交付税措置のある公共施設等適正管
理推進事業債を活用し、県・市の負担額を圧縮した。

 県・市の負担割合は折半案や、既存の会館の面積割合に基づき負担する案があった。また、ホール
を県所有、練習室を市所有とする案もあったが、ホールの修繕が起きた際の費用負担方法が定ま
らないことや、対象によってサービス・対応が変わってしまうという運用面への影響を踏まえて採
用されなかった。

 最終的に、大ホール（高機能型ホール）は県民会館大ホール、中ホール（舞台芸術型ホール）は秋田
市文化会館大ホールの代替施設とみなし、他のスペースは県・市折半として費用負担割合を算定
した。その結果、「県 57.5%：秋田市42.5%」という割合で建設費・設計等委託費を負担するこ
ととなった。

交付税措置等
による負担圧縮

第3章 公共施設の集約化

 地方自治法に基づく協議会として（第２５２条の２の２）、「あきた芸術劇場運営管理協議会」を設置
し、県と市が共同で一体的、統一的に施設の運営・維持管理を行っている。また、県・市職員と外部
有識者等で構成する「あきた芸術劇場指定管理者の候補者選定委員会」において指定管理者を選
定し、 県・市が指定管理者に管理運営を委託している。

 協議会の設置により、県・市の意見調整、効率的な管理執行を図ることができている。

 指定管理料についても、建設費等と同様に、 「県 57.5%：秋田市42.5%」の割合で負担している。

施設の維持管理

地方自治法に基づく
協議会の設置

県・市共同で指定管理
者の選定・委託

図表３-10 ワークショップの開催概要（※1）

※１ 「H30ワークショップ開催概要」（秋田県） （秋田県提供資料）より引用・加工

年度

平成
30年度
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取組の効果

 著名アーティストの公演、オペラ、ミュージカルなどの大規模公演の誘致や、これまで県内でできなかった

3,000人規模のコンベンションの開催が可能となった。

 秋田市文化会館は中心市街地から少し離れていたが（図表3-11参照）、共同整備により中心市街地にホー

ルを整備できた。立地を活かして秋田商工会議所や秋田市文化創造館と連携し、 「あきた芸術劇場」周辺

を回遊することを促すイベントを実施することで、中心市街地のにぎわい創出に寄与している。

 県が大ホール規模、市が中ホール規模の施設を中心に単独で整備する場合には、それぞれの施設にロ

ビーや共用スペースを整備する必要が生じることから、県、市の両施設を合わせた全体の面積は少なくと

も 4,000㎡程度は増えると推測され、建設に要する経費は30億円程度、その他の経費を含めると、県・

市併せて40億円以上のかかり増しとなる。さらに、年間運営費は約9,000万円のかかり増しとなる。共

同整備により、それらの費用が不要になると推計している。

 施設の維持管理の効率化や、維持管理費用の圧縮が実現できている。また、将来的に発生する修繕費用に

ついても圧縮できる見込みである。

担当課

秋田県 観光文化スポーツ部 文化振興課

Mail： bunkashinkouka@pref.akita.lg.jp TEL： 018-860-1529

秋田市 観光文化スポーツ部 文化振興課

Mail： ro-edcl@city.akita.lg.jp TEL： 018-888-5607

図表３-11 秋田市文化会館・秋田県民会館・あきた芸術劇場の位置関係（※１）

※1 国土地理院「基盤地図情報」（https://www.gsi.go.jp/kiban/）より作成

大規模イベント等が開催可能に

単独整備と比較して財政負担が軽減

第3章 公共施設の集約化

縮尺： 1/2000０

秋田県庁

秋田駅

秋田市役所

旧秋田市文化会館

旧秋田県民会館

あきた芸術劇場

県立美術館

アトリオン
千秋美術館

千秋公園

秋田市中心市街地

芸術文化ゾーン

0 500 1,000m

https://www.gsi.go.jp/kiban/
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 山形県村山地域では、給食炊飯施設の設備老朽化を原因とした異物混入が発生し設備更新等の対応

が急務の状況であったが、少子化による炊飯事業者の経営難に伴い設備更新ができないという課題

が生じていた。そこで、山形連携中枢都市圏の枠組みを活用し、８市町で山形広域炊飯施設を建設し、

安心・安全で安価な給食の提供を実現した。

 米の消費拡大、地産地消、学校給食への異物混入防止等の安全・安心対策、少子化による食数減など、

各市町との共通課題の解決を図るため、山形連携中枢都市圏による連携事業と位置付けている。

財政措置等の連携事業によるメリットを活用した給食炊飯施設の共同整備

取組事例 ❹ ＜山形市・周辺市町の給食炊飯施設の集約＞3.2.4

山形市・連携市町関係自治体

施設種類 給食炊飯施設

集約後施設名 山形広域炊飯施設

 少子化による食数の減少や各炊飯事業者の工場における設備の老朽化という、共通の課題を有してい
た連携中枢都市圏の構成市町で、炊飯施設の共同整備を行い、広域化により給食費の軽減を図ること
ができた。整備にあたっては、意向調査を行ったうえで、各市町を訪問し、現行と運用後の単価を比較
して各市町の判断を仰いだ。

 炊飯業務を行う事業者に、イベントへの米飯提供等の独自の収益事業を認める仕組みとし、その際の目
的外使用料を事業者から徴収することで、構成市町の費用負担を軽減している。

 連携事業としたことで、維持管理費用への特別交付税措置や、地域活性化事業債の活用が可能となり、
事業費の圧縮を実現した。

取組のポイント

第3章 公共施設の集約化
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 令和２年１月に山形県村山地域の6市6町「山形連携中枢都市圏」が形成され（令和３年１月に尾花
沢市・大石田町が加わり、構成市町は7市７町に増加）、地元企業への支援、観光物産振興、公共交
通網の整備、移住定住の促進などで連携が進められることとなった。

 令和２年１月に、前述の学校給食に関する課題の解決のため、山形市に対し炊飯事業者等の関係
団体から新たな炊飯工場の建設についての要望がなされた。要望を踏まえ、 「山形連携中枢都市
圏」の圏域内の各市町においても、設備の更新と炊飯を行う事業者の確保は共通の課題であるこ
とから、山形市が中心となり圏域内の各市町と共同で炊飯施設を建設する方向で検討することと
なった。

 現行施設の設備老朽化へ対応することや、児童生徒へ安全・安心な米飯を安定的に提供すること
に加え、炊飯施設の統合によるスケールメリットを創出すること、少子化対策のために持続可能な
仕組みを構築できることが、共同で炊飯施設を建設することが必要な理由として挙げられた。

課題の共通理解

第3章 公共施設の集約化

取組の流れ

 山形県内の、自校式炊飯等の自治体を除く22市町では、公益財団法人山形県学校給食会と給食
供給の契約を締結し、民間の炊飯事業者に委託して給食を提供していた。

 平成30年５月に村山地域内の小学校に届いた学校給食用の米飯から金属片が発見され、その後、
周辺の市町においても金属片の混入が発生し、保護者から不安の声が挙がる状況となった。原因
は、各炊飯事業者の工場における設備の老朽化であり、早期の設備更新が必要な状況であった。

 しかし、村山地域内の炊飯事業者は、学校給食への供給を主とする事業者が多く、少子化による
食数減により売り上げが減少している中で、新たな設備投資に踏み切ることが困難な状況にあっ
た。また、多くの炊飯工場においては、設備の老朽化のほか、後継者不足等の問題も抱えており、
将来的に事業を継続していくことが困難との判断から、廃業する炊飯事業者が後を絶たず、炊飯
を行う事業者を確保していくことも難しい状況にあった。

 さらに、村山地域内の学校給食へ米飯を提供している炊飯事業者５者が、異物混入対策の目視強
化や廃業となった他社の分の提供を行うこととなり、労働時間が増加し、深夜帯での労働が生じ
るなど、従業員の労働環境の面でも課題が生じていた。

取組のきっかけ
炊飯工場設備の老朽化、
少子化による食数減

連携中枢都市圏の枠組みを活用

設備の更新と事業者の確保という
共通の課題認識
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住民・議会からの理解促進

 議会に対しては、随時の常任委員会等において進捗状況及びスケジュール等について報告した。

 施設周辺に民家がなく、既存の学校給食センター敷地内への建設であったことから、住民説明会
等は行わなかったが、建設工事開始にあたり、近隣の町内会役員へ説明と周知を行った。

 施設に関するパンフレットを作成し、広域炊飯施設等で配布している（図表3-13）。

第3章 公共施設の集約化

関係自治体との調整

 連携して取組を進めるにあたって、自校式炊飯等の市町を除いた10市町の学校給食担当部署の
職員が参加するWG（ワーキンググループ）を立ち上げ、協議を行った（取組は最終的に８市町で
実施）。

 WGを立ち上げる際には、連携中枢都市圏内の各市町に共同建設に向けた意向調査を行ったう
えで、山形市の教育委員会（教育部長・学校給食センター所長）が個別に各市町の教育委員会を訪
問し、現状の説明と今後の協議への参加について要請を行った。

 施設の規模や事業の仕組みが定まらず、建設や維持管理に係る費用が見込めない状況で、連携市
町への条件提示に非常に苦慮したが、調査設計委託を発注し、早急な建設費の仮試算や、国・県等
と財源に関する協議を進め、施設規模に関するシミュレーションを繰り返し、関係団体とも協議を
重ねた。現行の米飯購入単価と、建設後の単価と 1 食当たりの負担金の額を比較するなどし、各
市町の判断を仰いだ。

 また、各市町との協議と並行して、施設管理や米飯提供に係る新たな仕組みの構築のために、山
形市と学校給食用米飯を提供していた県学校給食会・炊飯事業者で協議（勉強会）を実施した。

 建設地を山形市学校給食センターの敷地内の土地とし、施設の早期建設に努めた。なお、山形市
として土地の取得に係る費用負担は連携市町に求めないこととした。

 圏域内での共通課題として各市町と共通認識を持てたこと、新たに取得することなく土地を確保
できたこと等により、本事業は２年という短期間で実行できた（図表3-12） 。

各市町への意向調査

教育委員会幹部が各市町を訪問

議会への進捗報告

町内会への説明、パンフレット作成に
よる住民への周知
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第3章 公共施設の集約化

※１  「行革甲子園2022 ～創・効・種で魅せる！地方公務員によるもう一つの甲子園～」（愛媛県）

（https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html）より引用

※２  「山形広域炊飯施設パンフレット」（山形市提供資料）より引用

図表３-12 実行スケジュール（※１）

図表３-13 パンフレットイメージ（※2）

https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html
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費用負担に係る合意形成

 米飯の提供に係る費用について、山形市はこれまでの売買契約から業務委託契約へ契約形態を
変更した。一方、山形市以外の7市町については、これまでどおり売買契約（単価契約）によるもの
とし、基本的な米飯の発注及び支払方法等についても従来の各市町のルールを踏襲するなど、各
市町への新たな事務負担が発生しないよう配慮した。

 少子化の影響による食数減も踏まえ、炊飯施設を単なる給食用ではなく、米の消費拡大や地産地
消、地場産業の育成を担う施設と位置付け、炊飯業務を行う事業者には、公益的な業務以外の時
間に独自の収益活動を行うことによる、自立・継続を促し、施設の目的外使用料を徴収すること
で、施設建設費の償還財源に充てる等、連携市町の負担軽減を図ることとした。

 国と県と協議し、地域活性化事業債の活用が可能となったことにより、地方債の元利償還金の３
０％が普通交付税措置、さらに連携事業としたことで費用の最大8割を特別交付税の算定基礎と
して計上することが可能となり、連携市町の費用負担軽減を図ることが可能となった。

 地方債元利償還金と施設の維持管理に係る費用については、各市町との協議の結果、共通した仕
様のもと各市町（学校給食担当）において確認することができる、「年間提供食数」に基づき按分
することとなった。

 令和３年12月に、「山形広域炊飯施設の建設及び維持管理並びにこれらに係る費用負担に関する
協定書」を連携する8市町で締結し、施設に係る連絡調整及び費用負担の方法等について定め、
相互に連携及び協力していくことを確認した。

第3章 公共施設の集約化

図表３-14 負担金算定式（※１）

※１  「行革甲子園2022 ～創・効・種で魅せる！地方公務員によるもう一つの甲子園～」（愛媛県）

（https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html）より引用

財政措置の活用
による負担圧縮

https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html
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第3章 公共施設の集約化

 米飯提供に係る仕組みとしては、公益財団法人山形県学校給食会が、圏域内炊飯事業者に、それぞ
れの工場での炊飯・配送を委託していたものを、炊飯事業者が共同設立した山形炊飯協同組合へ
本施設での炊飯・配送を委託することとなり、施設の維持管理については、炊飯事業を受託する山
形炊飯協同組合に随意契約で委託することにした。施設と炊飯設備の管理は密接不可分の関係に
あり、衛生環境を守る上での責任の所在を明確化するためにも、施設の維持管理と設備の使用者
は同一の事業者としている。

 広域炊飯施設への集約により、配送先によっては従来より配送時間がかかる場所も生じたが、従来
より保温性の高い食缶を採用することや、合理的な配送ルートの設定等を行うことで、配送コスト
の削減を図ることができた。

施設の維持管理

施設の維持管理と設備の
使用者を同一事業者とし、
責任の所在を明確化

図表３-15 学校給食とその他の供給先に対する対応プロセス（※１）

※１ 「行革甲子園2022 ～創・効・種で魅せる！地方公務員によるもう一つの甲子園～」（愛媛県）

（https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html）より引用

図表３-16 契約の仕組み（※１）

https://www.pref.ehime.jp/page/52717.html
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取組の効果

 ８市町に共通していた課題（炊飯工場の老朽化・厳しい労働環境等）を同時に解決することができた。

 最新の全自動炊飯システムを共同で導入し、安心・安全な給食を従来よりも安価に提供することができる

ようになった。

 独自の収益活動を行える仕組みを整えたことで、少子化による需要減に備えるだけではなく、米の消費拡

大・地産地消・地場産業の育成・持続を図ることができている。

図表３-17 全自動炊飯システムのイメージ（※１）

安心・安全な給食を安価に提供

給食費の負担軽減を実現

少子化による需要減にも対応

第3章 公共施設の集約化

※１  「山形広域炊飯施設《全自動炊飯システム》」 （山形市） （山形市提供資料）より引用
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 財政面の効果として、８市町でそれぞれ建設した場合と比較して、建設費は約10億円、米飯購入費は年間

約1.1億円の削減を図ることができた。また、連携事業により実施していることから、特別交付税措置によ

り年間の維持管理に係る費用負担が８市町全体で約1,000万円の減となった。建設費についても、地域活

性化事業債の活用により、地方債の元利償還金の30%に普通交付税措置を受けられることとなった。

 炊飯事業者の独自事業実施による目的外使用料を徴収し、施設建設費の償還財源に充てることで８市町

の負担減少を図ることができている。令和４年度の目的外使用料は約1,200万円であった。

 以上の費用削減効果により、新しい施設を建設したにもかかわらず、従来よりも１食あたりの負担額を下げ

ることができた。図3-18のとおり、従前の売買単価を１食100円とした場合、米飯と施設建設・維持管理

費の総額は104.3 円かかっているものの、普通交付税で 4.3 円、特別交付税で 3.2 円に相当する額が

賄われることから、実質購入単価は96.8円となり、従来よりも3.2%の減額を実現できている。

 さらに、地方債の償還は、施設の大規模改修等により新たな起債が生じなければ、現在の借入分償還を21

年で完了することができ、将来的には学校給食に係る費用のさらなる低減が実現可能である。

  このように米飯の実質購入単価が減額されたことで、給食費の負担軽減ができた。

担当課
山形市 学校給食センター

Mail：kyushoku@city.yamagata-yamagata.lg.jp TEL： 023-644-4325

図表３-18 １食100円とした場合の負担額の比較（※１）

第3章 公共施設の集約化

※１ 「１食100円とした場合の負担額の比較」（山形市提供資料）より引用

4.3円 10.0円
施設建設

普通交付税 負担金 （特別交付税）

3.2円
104.3円
△4.3円 普通交付税
△3.2円 特別交付税
96.8円 実質購入単価

100.0円

4.0円 86.0円

学校給食物資売買契約

維持管理
学校給食物資売買契約
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4.1 専門人材の確保の取組について

第４章 専門人材の確保

 連携自治体間の首長会議等において意見交換を行い、人材の確保状況やニーズ
等について把握する。

 派遣先候補の自治体へ個別ヒアリングやアンケート等を実施し、具体的な要望を
把握するとともに、必要な人材像やその育成方法、役割分担等を議論する。

専門人材の確保

派遣先とのマッチング

派遣後の人材支援

費用負担に係る合意形成

課題の共通理解

 転職サイト等の民間の募集サイトも活用し、人材を募集する。

 資格を有する採用者等に対し手当を支給するなど、スキルに応じた待遇とするこ
とで、採用の競争力を高める。

 派遣先の自治体によって給与水準のばらつきが生じないよう、一定の基準により
給与を支給する。

 派遣先の自治体において、不足している役割や派遣職員に担当させたい業務、人
材に求める経験等を確認する。派遣先の自治体の要望を把握しやすくするために、
求められる人材像や役割、業務の類型化を行う。

 派遣予定者に対しても、派遣先に関する希望を幅広く聴取する。

 派遣前に、派遣職員が派遣先候補の自治体を訪問する機会を設ける。

 派遣職員の受け入れ費用に関する、派遣先の自治体の負担を低減するために、地
方財政措置等の活用方法を検討する。

 派遣先の自治体や派遣職員からの報告を踏まえて、派遣元の自治体が研修等に
よるスキルアップや伴走支援を行う。

 派遣職員等が互いに、課題や情報を共有できる体制を整備する（定期的な意見交
換、オンラインチャットルーム等）。

 中間・成果報告の場を設け、取組内容や課題、解決方法について、派遣先の自治
体だけではなく圏域（都道府県域）全体での情報共有を図る。

本章では、専門人材（技術職員（土木・建築・電気等）、デジタル人材等）を確保・育成し、他自治

体へ派遣する取組事例を紹介します。

また、専門人材の確保の取組を実施するにあたって想定される一般的な課題とそれらを解決

するために効果的と考えられる取組を以下に記載しています。本章に掲載している取組事例と

あわせて、取組を実施する際に参考にしてください。

取組におけるポイント想定課題
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 派遣前に、派遣候補者全員が配属される可
能性がある市町村を訪問する勉強会を行い、
地域・森林を見る機会を設ける

 市町村の給与水準にばらつきがあるため、
県基準で給与を支給

 県職員が派遣先市町村を巡回訪問し、指
導・フォロー

県が森林環境管理の専門
人材を育成し、アカデミー
卒業後に県内市町村に長
期派遣

取組事例 ➊ ＜県が森林管理の専門人材を確保・育

成し、市町村に派遣＞
4.2.1

奈良県・

県内市町村

関係
自治体

第４章 専門人材の確保

4.2 専門人材の確保に関する取組事例

専門人材の確保の取組について、４つの取組事例を紹介します。

取組の概要は以下のとおりです。取組におけるポイントの詳細は、後続の事例を参照ください。

取組におけるポイント自治体名・取組

 民間の募集サイトを活用して任期付職員を
採用

 求められる人材のジョブタイプ（10種類）を
整理し、必要な人材について県と市町で共
通理解を促進

 配属後も月２回、配属職員による連携会議
を開催し、県職員や共通人材間でノウハウ
を共有

取組事例 ❷ ＜県と市町の職員を共通人材として配
属・育成＞

4.2.2

県が採用した情報職や市
町の既存職員を、県と市
町の共通人材として登録
し、県・市町の枠を超えて
共通人材を育成

広島県・

県内市町

関係
自治体

 市町村からの要望を踏まえ、府が７つの支
援プランにパッケージ化し、当該仕様に対
応できる事業者を選定

 府職員も原則として事業者と市町村の打ち
合わせに同行し、伴走支援を実施

 中間報告、最終報告を通じて成果や好事例
を共有

取組事例 ❸ ＜事業者を活用した市町村へのデジタル
人材派遣＞

4.2.3

事業者との契約により専
門人材を確保し、事務負
担を軽減

大阪府・

府内市町村

関係
自治体

 広島市が毎年度数人程度の技術職員を確
保し、「復旧・復興支援技術職員派遣制度」
を活用することで、派遣を受ける市町にお
ける人件費の負担を不要とする

 広島市が連携市町に対して希望事項等を調
査した上で、職員を派遣

取組事例 ❹ ＜連携中枢都市の技術職員を連携市町
へ派遣＞

4.2.4

技術職員を広島市が確保
し、連携市町に派遣

広島市・

連携市町
関係

自治体
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奈良県、奈良県内市町村関係自治体

 奈良県では、採用した県職員を奈良県フォレスターアカデミーで２年間専門知識・技術を習得させるこ

とで、森林環境管理の専門家を育成している。市町村の森林・林業行政における人材不足に対応する

ため、育成した専門家（奈良県フォレスター）を県内市町村へ長期派遣し、市町村の森林・林業行政の推

進に貢献している。

人材分野 森林環境管理

県職員として採用後に森林環境管理の専門家として育成し、要望する市町村へ長期で派遣

第４章 専門人材の確保

 派遣前に、派遣候補者全員が配属される可能性がある市町村を訪問する勉強会を行い、地域・森林を
見る機会を設けている。

 派遣先の市町村によって給与水準にばらつきがあるため、県の基準で給与・手当を支給し、公平性を担
保している。

 県に奈良県フォレスターの業務を支援する担当係を新設。担当職員（職種：林学職）が派遣先の市町村
を訪問して、奈良県フォレスターの業務全般のサポートをしている。

取組事例 ❶ ＜県が森林管理の専門人材を確保・育成し、市町村に派遣＞4.2.1

※１ 「新フォレスター制度図」 （奈良県提供資料）より引用・加工

※１

取組のポイント
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第４章 専門人材の確保

課題の共通理解

 奈良県フォレスターの採用試験への応募は、幅広い年齢（18歳～40歳）を受験可能としたこと、森

林・林業の専門知識を問わないことにより、高い倍率となっている（採用試験倍率（申込者数÷合格

者数）：令和３年採用20.2倍、令和４年採用14.5倍、令和５年採用13.8倍、令和６年入学8.2倍）。

20～30代の社会人からの応募が多く、採用者の半分は県外からの移住者（県内出身者を含む）で

ある。

 通常の県職員採用試験の広報に加え、市町村広報や転職サイトへの掲載等による募集も行ってい

る。奈良県フォレスターに効果的な広報の方法を聞き取り、その媒体へ掲載するといった工夫をし

ている。また、SNSを活用して、奈良県フォレスターの業務内容のPRに努めている。

 派遣前には、派遣候補者全員が配属される可能性がある市町村を訪問する勉強会を行い、地域・

森林を見る機会を設けている。

専門人材の確保

「奈良の木のこと」（奈良県が奈良の木の良さを発信するポータルサイト）

内の記事にて、奈良県フォレスターへのインタビューを掲載し、周知して

いる。

（https://naranoki.pref.nara.jp/magazine/know/foresteracade
my/）

市町村へ必要性を確認
し配置方法を検討

民間転職サイトなど

様々な媒体を活用

 平成23年の紀伊半島大水害により県内で約1,800箇所の土砂崩壊が発生するなど甚大な被害
を受けたことをきっかけに、改めて森林環境管理の重要性を認識し、新たな森林環境管理制度の
検討を開始した。

 県とスイス・ベルン州との友好提携を契機として、同州にあるリース林業教育センターと人材育成
に関する覚書を締結した。リース林業教育センターから、スイスの森づくりを担うフォレスターの育
成について学び、新制度の担い手としてフォレスターを取り入れることとした。

取組のきっかけ

【参考】奈良県フォレスターアカデミー ホームページはこちら

https://nfa.ac.jp/

災害の被害をきっかけ
に森林環境管理の
重要性を認識

取組の流れ

 林業は１００年以上のサイクルを持つ産業でかつ地域性があることから、専門知識を持つ者が同
一市町村おいて長期間携わることが重要である。

 森林環境管理の実務の多くは森林法が基となり「市町村」の役割となっていることや、一部の市町
村から専門人材の必要性を直接確認していたことから、育成した専門家（奈良県フォレスター）の
市町村への配置方法を検討した。

https://naranoki.pref.nara.jp/magazine/know/foresteracademy/
https://naranoki.pref.nara.jp/magazine/know/foresteracademy/
https://nfa.ac.jp/


41

派遣後の人材支援

 奈良県フォレスターは、派遣後は月次で奈良県に対して業務報告をしている。新たに派遣を要望す

る市町村への説明会において、業務報告の内容を活用している。

 奈良県フォレスターは行政経験が無いことが多いため、県に奈良県フォレスターの業務を支援する

担当係を新設した。担当職員（職種：林学職）が派遣先の市町村を訪問して、奈良県フォレスターの

業務全般のサポートをしている。

第４章 専門人材の確保

費用負担に係る合意形成

県の基準で給与を支給
し、給与水準を一定に

県職員が訪問し、派遣
後も継続的に支援

図表4-1 市町村広報資料（※１）

 派遣先の市町村によって給与水準にばらつきがあるため、奈良県フォレスターの給与・手当は、県

の基準で支給し、公平性を担保している。

 奈良県フォレスターの給与・手当は、市町村が負担しており、既存職員に追加して奈良県フォレス

ターの派遣を受け入れた場合、森林環境譲与税の充当が可能である。

 募集にかかる費用は、県が負担している。市町村に派遣された後の活動に必要となる物件費（測量

器具、旅費等）は、森林環境譲与税を財源に、県が市町村に年間１人あたり200万円を上限に補助

している。奈良県フォレスターアカデミー在学中（給与だけではなく授業料も含む）にかかる費用も、

研修の一環という考えの下、全て県が負担（一般財源）している。

※１  「奈良県曽爾村広報資料」（奈良県提供資料）より引用・加工
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取組の効果

 奈良県フォレスターが、奈良県フォレスターアカデミーでの研修中に一般の学生と一緒に学ぶことで、県内

の林業会社等に就職した一般の卒業生と共にアカデミーで学んだ経験や人間関係を活かし、連携した森

づくり・地域づくりが可能。

 奈良県フォレスターが１つの市町村に長期間在籍することから、当該市町村の状況を熟知でき、県としても

市町村の実情を把握できている。

 令和５年度は、奈良県五條市、吉野町、黒滝村、野迫川村、十津川村、川上村、東吉野村の７市町村に、令和

６年度は、御所市、山添村の２市村に、奈良県フォレスターを１名ずつ派遣している。

 派遣された市町村における奈良県フォレスター（令和５～令和６年度で計９名）の評判は良く、当初の想定

以上に関係者等と円滑にコミュニケーションを取ることができた。派遣開始から１年ほどのため、更なる取

組の成果は、今後長期的に現れると考えられる。

担当課
奈良県 環境森林部 森林環境課

Mail： rinsei@office.pref.nara.lg.jp TEL： 0742-27-8115

第４章 専門人材の確保

図表4-2 市町村への説明会資料（※１）

※１ 「奈良県フォレスターの業務紹介資料」（奈良県提供資料）より引用・加工
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広島県、広島県内市町関係自治体

 市町単独でデジタル人材の確保が難しいという課題を解決するために、県が採用した情報職や市町の

既存職員を、県と市町の共通人材として人材リスト・データベースに登録している。共通人材は、人材

が不足する市町に配属するとともに、オンライン研修等の専門教育や県・市・町の枠を超えた配属・

ローテーションにより育成している。

県と市町の職員を県・市町共通人材として登録し、デジタル人材が不足する市町へ配属

取組事例 ❷ ＜県と市町の職員を共通人材として配属・育成＞4.2.2

第４章 専門人材の確保

人材分野 デジタル

 民間の募集サイトを活用して経験豊富な任期付職員を採用している。

 共通人材は育成プランに則り、県・市・町の枠を超えたジョブローテーションのほか、国・民間等への派
遣やオンライン研修等によりスキルアップを図っている。共通人材として登録された市町の既存職員の
研修費用も、県が負担している。 

 自治体が求めるデジタル専門人材像を「情報システム人材」として定義し、期待される役割に応じて、
10種類のジョブタイプを設定している。また、ジョブタイプごとに必要なスキルを定義し、人材一人ひ
とりのスキルレベルを可視化することで、人材の育成や確保に活用している。

 月２回、配属職員による連携会議を開催し、配属職員間の知見の共有を図っている。

取組の流れ

 自治体DX推進計画を進めるにあたり、一部市町から、情報分野の専門知識を持つ「情報システム
人材」を単独で確保することが困難という声が寄せられた。

取組のきっかけ

※１ 「「ＤＸＳｈｉｐ（デジシップ）ひろしま」の令和５年度取組報告について」（広島県）
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf）より引用・加工

※１

取組のポイント

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf


44

配属先とのマッチング

 共通人材は育成プランに則り、国・民間等への派遣やオンライン研修、県への配属等によりスキル

アップを図っている。共通人材として登録された、市町の既存職員の研修費用も、県が負担して

いる。市町の既存職員も人材リスト・データベースに登録した場合、県や他市町に配属される可能

性はあるが、市町の体制に穴が開くことを避けるために、県職員と他の共通人材との相互配属を

実施している。

 共通人材は、「地方自治法第252条の17の規定に基づく派遣（自治法派遣）」に基づき配属され

る。年度ごとに、県と市町で配属調整を行い、基本的に１人の人材を３～５年間同じ市町に配属し

ている。配属する人材の要件は、ヒアリングによる詳細な確認の上、入念な認識合わせを実施し

ている。

 共通人材の配属は、配属先市町において取組の計画や内容が整理され、一定の組織体制の整備

を検討したうえで、不足している役割や担当させたい業務が明確化されていることを前提として

いる。各市町の状況を踏まえて、共通人材の能力とのマッチングをしている。

第４章 専門人材の確保

専門人材の確保

 県の情報職（常勤職員）は、令和３年度の採用開始から間もないことや、市町で活躍できるようにな

るまでの育成に一定の時間を要するため、即戦力として経験豊富な任期付職員も採用している。

 情報職の採用試験は県のホームページから募集を行っているが、大卒人材の採用に向けては、県

内の大学・首都圏主要大学にも案内している。任期付職員採用は民間の募集サイトを活用し、募集

している。今後は情報職採用試験も、募集を増やすために民間の募集サイトも活用することを検討

している。

 全国的にデジタル人材の獲得競争が激化していることから、民間企業に対する採用の競争力を高

めることを目的として、高度な専門的知識（応用情報技術者試験等の合格者）を有する採用者に対

し、採用から10年間、月額５万円の初任給調整手当を支給している（情報職だけではなく、任期付

職員にも支給）。

 市町におけるテレワークなど柔軟な勤務形態の提供や、民間の報酬の状況を踏まえた柔軟な給与

設定など、魅力的な就労環境の整備に取り組んでいる。

ジョブタイプを設定し
共通理解を促進

経験豊富な任期付
職員も採用

テレワークなど
柔軟な勤務形態

課題の共通理解

 「情報システム人材」の確保・育成に関する課題を踏まえて設置された、「県・市町情報人材研究会」
において県が全23市町に対して個別ヒアリング等を実施し、小規模自治体では「人材のキャリア
アップや育成が困難、まず人材が採用できない」等の課題があることを把握した。

 県職員による複数回の市町訪問や会議の開催により、必要な人材像やその育成方法、県と市町の
役割分担等を議論した。議論を踏まえ、県が採用した情報職を、県と市町の共通人材として人材リ
スト・データベースに登録し、人材が不足する市町に対して配属するとともに、育成を行う取組を
開始した。加えて、希望する市町の既存職員も人材リスト・データベースに共通人材として登録し、
同様に育成を受けられるようにした。

全市町にヒアリング

既存の市町職員も
リストに登録
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第４章 専門人材の確保

図表4-3 10種類のジョブタイプ（※１）

図表4-4 デジタルスキルシート（※１）

※１ 「「ＤＸＳｈｉｐ（デジシップ）ひろしま」の令和５年度取組報告について」（広島県）
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf）より引用・加工

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf
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 人材確保に要する経費や、市町職員を含めた共通人材の研修費用は県が負担している。市町配属

職員の人件費は配属先市町が負担しているが、地方財政措置（市町村支援のためのデジタル人材

の確保に要する経費に係る特別交付税）を活用している。共通人材の育成にかかる経費等にも同

地方財政措置を活用している。

配属後の人材支援

 月２回、配属職員による連携会議を実施し、情報共有を行っている。課題や知見を職員間で共有す

ることで、各市町の取組に活かしている。

 配属職員には通信機能付きＰＣを貸与し、常時チャット等で相談できるよう、県職員や共通人材間

でのオンラインコミュニティを形成しており、サポート体制を整備している。

第４章 専門人材の確保

費用負担に係る合意形成 地方財政措置の活用

配属職員によるチャット

職員間の知見の共有

図表4-５ 配属職員間の情報共有イメージ（※１）

 市町が主体的かつ継続してＤＸ施策に取り組むにあたっては、市町の規模にかかわらず、情報部

門の体制を整備し、４種類のジョブタイプ（①ビジネスデザイナー②プロジェクトマネージャー③

サービスデザイナー④エンジニア）の人材を揃えて運営することを基本的な考え方として、県と

市町で共通理解を図っている（４種類のジョブタイプ（①ビジネスデザイナー②プロジェクトマ

ネージャー③サービスデザイナー④エンジニア）は、総務省が示す「自治体DX推進のための外部

人材スキル標準」の４種類の人材像を参考に整理しており、10種類のジョブタイプと対応してい

る）。市町ごとに求められているジョブタイプは異なるため、要望に合う人材を採用するためにも

活用している。

 ジョブタイプは、 「自治体DX推進のための外部人材スキル標準」や、他自治体事例等を参考に作

成した。ジョブタイプごとに求められるスキルレベルを定義し、人材ごとのレベルを可視化するデ

ジタルスキルシートも作成しており、入庁後に面談しながら作成し、人材の育成や戦略的な確保に

活用している。

※１ 「「ＤＸＳｈｉｐ（デジシップ）ひろしま」の令和５年度取組報告について」（広島県）
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf）より引用・加工

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf
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担当課
広島県 総務局 デジタル基盤整備課

Mail： soudgkiban@pref.hiroshima.lg.jp TEL： 082-513-2442

第４章 専門人材の確保

取組の効果

 令和5年度は、７市町（三原市、大竹市、廿日市市、江田島市、海田町、安芸太田町、大崎上島町）、令和６年

度は新たに８市町（呉市、竹原市、府中市、庄原市、府中町、熊野町、坂町、北広島町）と、計15市町に人材

を配属している。人材リスト・データベースには、県情報職：30名、市町職員： 8名が登録している。登録し

ている市町職員の他団体への配属が実現した例は、2事例（三原市、廿日市市）である。

 江田島市は、試行開始した本取組を活用してデジタル人材を確保し、デジタル部門の体制を整えた。これ

により、職員へのDXに関する研修やその後のデジタル部門によるフォローなど事業課の伴走支援が可能

となったことから、情報部門以外の職員からもデジタル活用の提案が積極的に寄せられる等、庁内全体の

意識改革につながった。

 その他にも、見積書の精査などが可能になり、適切な調達プロセスやITコスト削減につながっている。

図表4-６ 江田島市における効果（※１）

※１ 「「ＤＸＳｈｉｐ（デジシップ）ひろしま」の令和５年度取組報告について」（広島県）
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf）より引用・加工

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/574798.pdf
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大阪府、大阪府内市町村関係自治体

 市町村からの要望を落とし込んだ７つの支援プランに対応できる事業者を大阪府が選定し、市町村と

事業者間で契約を締結することで、市町村にデジタル人材を派遣する。市町村の要望を7つのプラン

にパッケージ化することで、費用の低減を図るとともに、市町村と事業者間の調整を円滑にしている。

また、事業者の選定と進捗管理を府が行うことで、市町村の負担を低減している。

専門人材を事業者との契約により確保。府が事業者の選定と進捗管理を行うことで負担を低減

取組事例 ❸ ＜事業者を活用した市町村へのデジタル人材派遣＞4.2.3

第４章 専門人材の確保

人材分野 デジタル

 専門人材（事業者）の支援内容を７つのプランに仕様化し、一定程度パッケージ化することで、費用を低
減させることができた。

 市町村がプランを選択するにあたっては、府が市町村へヒアリングを行って、市町村が求める内容と合
致しているかを確認している。

 府が事業者の進捗管理をしており、報告を踏まえて府が市町村の伴走支援をしている。月に１回の定
例会議に府と事業者が参加し（市町村は参加しない）、進捗に遅れが無いかや支援内容と市町村の要望
にずれが無いか等を確認し、課題に応じて府が支援している。

※１

※１ 「自治体DX推進参考事例集」（総務省）（https://www.soumu.go.jp/main_content/000944065.pdf）より引用・加工

取組のポイント

https://www.soumu.go.jp/main_content/000944065.pdf
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第４章 専門人材の確保

課題の共通理解

 市町村からの詳細な要望は様々であったが、支援内容の調整時間の短縮や好事例の横展開、費用
低減を目的として、事業者（IT企業等）に求める支援の内容を、７つのプラン（①公務員基礎能力向
上・サービスデザイン思考、②自治体システム標準化対応、③行政手続きのオンライン化、④セキュ
リティポリシー改定等、⑤DX推進計画実行等、⑥BPR、⑦システム関連費用精査・システム更改助
言）に仕様化し、一定程度パッケージ化する方針で合意した。アンケートで確認した市町村からの要
望を、7つのプランに落とし込んでいる。

 仕様書では、人材ではなく、サービス内容（７つの支援プラン）に関する要件を記載した。

 外部委員及び参加団体の職員で構成する、「情報システム及び情報ネットワーク等共同化事業者選

定委員会」による審査を行い、事業者を決定した。

 事業者の選定時点で既に本取組に参加することが決定していた13市町村を支援できることを仕

様の前提とし、支援先が増える場合を見据えて再委託することも可能とした。

専門人材の確保

支援メニューの
パッケージ化

府による事業者の決定

取組の流れ

 大阪府のスマートシティ戦略の目標である「住民QoL向上の実現」のためには、住民に近い市町村
を支援し、連携していくことが必要不可欠である。市町村へ実施したアンケートにおいて、市町村
がDXを推進するための課題として人材不足・スキルの不足が多く回答されたことや、広域で取
り組みたい事項としてデジタル人材育成・確保が挙がったことから、市町村の取組を後押しする
ため府として一層の支援を実施することを決めた。

取組のきっかけ

市町村へのアンケート
実施

派遣先とのマッチング

要望とプランの内容
が合致しているか
府が確認

 市町村が単年度ごとに、府が選定した事業者（7つのプラン全てに対応可能な事業者）と契約し、

要望したプランに基づいた支援を受けている。事業者が市町村を支援する頻度は、月１回程度の

最低2時間を1回とし、全12回/年度（オンライン、訪問（最低4回））である。

 初めてのプランの契約を希望する市町村に対しては、前年度に支援内容に関する要望を府がヒ

アリングし、プランの内容と合致しているかを事前に確認している。

 専門人材の業務内容は、プランごとに大枠は決まっているが、事業者との契約協議や初回の打ち

合わせの中で具体的な点を調整している。契約協議内で、事業者と市町村間の方針にずれが生

じた場合は、打ち合わせに同席している府の職員が支援している。初回だけではなく、月次で行

う会議においても、ずれが無いかを確認している。



50

第４章 専門人材の確保

支援プラン名 審査基準

公務員基礎能力
向上・サービス
デザイン思考支
援プラン

公務員に必要な基礎能力を具体に定義し、自治体 DX 全体手順書における
サービスデザイン思考等を十分に理解した、効果的な支援内容となっているか。 
全庁職員向けや個別職員向け等、参加団体のニーズに応じた支援が可能か。

自治体システム
標準化対応支援
プラン

地方公共団体情報システム標準化基本方針や自治体情報システムの標準化・
共通化に係る手順書等を十分に理解するとともに、国や地方公共団体の動向
等の情報収集を行い、参加団体の移行計画等にそった効果的な支援内容と
なっているか。庁内関係部署や現行ベンダー等との調整対応が可能か。

行政手続きのオ
ンライン化支援
プラン

自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書等を十分に理解するとともに、
地方公共団体のオンライン化状況や好事例等の情報収集を行い、参加団体の
ニーズにそった効果的な支援となっているか。

セキュリティポリ
シー改定等支援
プラン 

地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン等を十
分に理解し、効果的な改定及び実行支援となっているか。 成果物として、標準
実施手順書等の作成が可能か。 個人情報の保有安全管理措置の策定に係る
方針等を十分に理解し、効果的な策定及び実行支援となっているか。 自己点
検について効果的な支援となっているか。

DX推進計画実
行等支援プラン

地方公共団体等の参考情報を収集し、計画案等に対して 効果的な助言や実行
支援が可能か。 参加団体のニーズに応じて、庁内関係部署等への説明対応が
可能か。

BPR支援プラン

先端技術の最新情報や地方公共団体の好事例収集を行い、効果的かつ費用対
効果の高い解決策が提示できるような工夫が具体的に提案されているか。 

システム関連費
用精査・システム
更改助言支援プ
ラン

地方公共団体等におけるシステム関連費用精査業務に知見があり、過去の実
例をもって効率的に年30件程度のシステム費用精査対応が可能か。 

※１ 「大阪版デジタル人材シェアリング業務委託に係る企画提案公募要領」（大阪府）
（https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/12950/kouboyouryo.pdf）を基に作成

図表４-７ 7つの支援プランと審査基準（※１）

 市町村は、１プランあたり約120万円/年を負担しており、そのうち、1/2を府が補助している。また、

事業者の選定にかかる費用は、府で負担している。市町村と府の負担分のそれぞれにおいて、地方

財政措置（市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する経費に係る特別交付税）を活用してい

る。

費用負担に係る合意形成
府が費用の一部を負担

https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/12950/kouboyouryo.pdf
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取組の効果

 令和5年度は13市町村、令和6年度は14市町村が活用している（令和5、6年度で府内43市町村中延べ

20市町村が活用）。

 財政面が厳しく単独で専門人材を採用することが難しい自治体も、DXや自治体情報システムの標準化・

共通化への対応ができるようになった。

 中間・成果報告において、支援を受けていない市町村も含めた府全体に横展開することで、 DX推進に関

する府全体の底上げにつながっている。また、DX計画やセキュリティポリシーについては、改定できてい

ない市町村も多かったが、知見の共有や庁内調整において事業者が活躍している。

担当課
大阪府 スマートシティ戦略部 戦略推進室 地域戦略推進課 市町村DXグループ

Mail： digital-shichoson@gbox.pref.osaka.lg.jp TEL：06-6210-9097

派遣後の人材支援

 府が事業者の進捗管理を行い、事業者や市町村からの報告を踏まえて、府が市町村の伴走支援を

している。月に１回の定例会議に府と事業者が参加し、進捗に遅れが無いかや、支援内容と市町村

の要望にずれが無いか等を確認し、課題に応じて府が支援している。

 定例会議とは別に、中間・成果報告の場を設け、市町村間での情報共有を図っている。府、派遣を

受けている市町村、事業者の3者が主な参加者であるが、成果報告については支援を受けていな

い市町村も傍聴者として参加が可能である。中間報告では各市町村からの成果発表を、最終報告

では事業者からの成果報告を実施している。

第４章 専門人材の確保

月１回の定例会議に
府と事業者が参加

図表４-８ 大阪府と市町村、事業者の関係（※１）

※１ 「大阪府 スマートシティの取組状況」（大阪府）
（https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/63022/siryou3.pdf）より引用・加工

https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/63022/siryou3.pdf
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広島広域都市圏：広島県広島市（連携中枢都市）、
呉市、竹原市、三原市、三次市、大竹市、東広島市、廿日

市市、安芸高田市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、

坂町、安芸太田町、北広島町、大崎上島町、世羅町、

山口県岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、

田布施町、平生町、

島根県浜田市、飯南町、川本町、美郷町、邑南町

関係自治体

 圏域市町の技術職員不足に対応するため、連携中枢都市である広島市が技術職員を確保し、技術職

員が不足する市町の状況を勘案しつつ、「復旧・復興支援技術職員派遣制度」を活用した職員派遣を実

施。

連携中枢都市の技術職員を連携市町へ派遣。地方財政措置を活用して、連携市町の負担を無くす

取組事例 ❹ ＜連携中枢都市の技術職員を連携市町へ派遣＞4.2.4

第４章 専門人材の確保

人材分野 土木・建築

 市町が技術職員の確保に苦慮している現状を踏まえ、圏域における技術職員の補完体制の構築につい
て検討を開始。

 これまで実施してきた職員派遣の場合、圏域内市町間の相互理解の促進や職員の能力向上などを目的
としており、派遣職員に係る人件費は、地方自治法第252条の17に基づき、派遣を受ける市町が負担
する必要があった。

 一方、「復旧・復興支援技術職員派遣制度」を活用した職員派遣の場合、当該派遣に係る人件費は、技術
職員を派遣する広島市に対して国が人件費相当の地方交付税を措置することから、派遣を受ける市町
においては人件費の負担が不要となる。

 派遣を希望する連携市町から、希望する職員の概要（職位・経験年数・経験業務）や派遣後の担当業務
等を聞き取った上で、広島市が派遣職員を決定。

取組のポイント

※１ 「令和５年度第１回広島広域都市圏協議会（令和５年７月12日開催）資料」（広島市提供資料）より引用・加工

※１
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第４章 専門人材の確保

 その後、圏域市町に技術職員の採用状況等に関する調査を行ったところ、広島市の採用充足率は
土木職・建築職ともに８～９割であった一方で、連携市町においては５割前後であり十分な採用が
できていないことが分かった。

 また、連携市町における技術職員の年齢階層別に見ると、連携市町は若年層に向かうほど職員数
が少なくなる傾向にあり、今後、職員数の多くを占める５０代の職員が退職する時期を迎えた際に
は、一層技術職員の不足が深刻になり、また、技術の継承が難しくなるおそれがあることが分かっ
た。

課題の深掘り
連携市町に採用状況
を調査

 令和５年２月に開催された「広島広域都市圏協議会（圏域市町の首長による会議）」において、市町
から「技術職員の確保に苦慮している」という声があったことから、圏域における技術職員の補完
体制の構築について検討を開始することとなった。

取組のきっかけ

取組の流れ

首長会議での意見交換

図表４-９ 圏域における土木職員の採用状況（※１）

※１ 「令和５年度第１回広島広域都市圏協議会（令和５年７月12日開催）資料」（広島市提供資料）より引用・加工
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第４章 専門人材の確保

 こうした圏域市町の技術職員に関する課題解決のため、国の「復旧・復興支援技術職員派遣制度」

を活用することとし、具体的な制度設計に向け、広島市において連携市町に訪問し意見交換を行っ

た。

 その後、令和５年７月開催の広島広域都市圏協議会において、当該取組について説明した上で、令

和６年度から希望する連携市町に技術職員（土木・建築）を派遣することとした。

課題解決に向けた具体的な検討

図表４-１０ 圏域における建築職員の採用状況（※１）

 広島市からの技術職員の派遣に当たっては、派遣を希望する連携市町から、希望する職員の概要

（職位・経験年数・経験業務）や派遣後の担当業務等を聞き取った上で、それらを踏まえ広島市が派

遣職員を決定する。

 派遣を希望する市町が多数あった場合には、より緊急度が高いと認められる市町に職員を派遣で

きるよう調整する。

派遣職員の決定

※１ 「令和５年度第１回広島広域都市圏協議会（令和５年７月12日開催）資料」（広島市提供資料）より引用・加工
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第４章 専門人材の確保

取組の効果

担当課

広島市 企画総務局 政策企画部 広域都市圏推進課

Mail： kouiki@city.hiroshima.lg.jp TEL： 082-504-2017

広島市 企画総務局 人事部 人事課

Mail： jinji@city.hiroshima.lg.jp TEL： 082-504-2050

 連携市町における効果：不足する技術職員について、広島市から派遣職員を受け入れることで、公共施設

の老朽化対策や防災・減災など喫緊の課題に対応していくことが可能となる。

 広島市における効果：他市町の行政プロセスや業務経験を積むことで、広島市職員の人材育成につながる。

職員派遣という形で技術職員が不足する市町を人的に支援し、圏域の社会インフラ整備を支える職員体制

の確保に取り組むことは、中・長期的には、圏域全体の持続可能性を高め、ひいては広島市の発展にもつな

がる。
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、
関

係
市

町
村

と
の

合
意

形
成

の
ノ

ウ
ハ

ウ
等

に
係

る
助

言
を

実
施

国
庫
補
助
（
１
/
２
）

公
適
債
（集

約
化

・複
合

化
事

業
）

充
当
率

 ９
０
％

交
付
税
措
置
率

５
０
％

第
5
章

資
料
編

複
数

団
体

に
よ
る
公

共
施
設

の
集
約

化
・複

合
化

等
の
推
進

○
特

に
取

組
が

進
ん

で
い

な
い

複
数

団
体

に
よ

る
公

共
施

設
の

集
約

化
等

を
推

進
す

る
た

め
、
集

約
化

等
に

向
け

た
調

査
検

討
及

び
集

約
化

等
の

円
滑

化
に

係
る

経
費

に
対

す
る

特
別

交
付

税
措

置
を

令
和

７
年

度
よ

り
創

設
。

○
集

約
化

等
に

伴
う

施
設

の
除

却
事

業
を

「
公

共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

債
」
の

対
象

に
追

加
し

、
国

土
交

通
省

と
連

携
し

て
集

約
化

の
取

組
を

促
進

す
る

ほ
か

、
専

門
ア
ド

バ
イ
ザ

ー
の

派
遣

を
実

施
。

5.
2

複
数

団
体

に
よ
る
公
共
施
設
の
集
約

化
・複

合
化

等
の
推

進
に
係

る
財
政

措
置
等
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○
公

共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

債
（
集

約
化

・
複

合
化

事
業

：
充

当
率

9
0

％
、

交
付

税
措

置
率

5
0

％
）
に

つ
い

て
、

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
等

に
基

づ
い

て
実

施
す

る
公

共
施

設
の

集
約

化
・
複

合
化

等
に

伴
う

施
設

の
除

却
事

業
を

対
象

に
追

加

○
集

約
化

・
複

合
化

し
た

施
設

の
供

用
開

始
（
機

能
統

合
等

の
場

合
は

供
用

廃
止

）
か

ら
５

年
以

内
に

除
却

す
る

施
設

を
対

象

○
公

共
施

設
（
（
２

）
は

公
営

住
宅

又
は

公
営

企
業

を
除

く
）
を

対
象

に
、

以
下

の
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設

対
象

経
費

特
別
交
付
税
措
置

（
１
）
複

数
団

体
に

よ
る

公
共

施
設

の
集

約
化

・
複

合
化

等
に

向
け

た
調

査
検

討
経

費


施

設
の

利
用

実
態

や
集

約
化

に
よ

り
整

備
す

る
施

設
の

立
地

等
の

調
査

・
分

析


協

議
会

の
開

催
、

有
識

者
の

招
聘

等

１
団

体
あ

た
り

の
措

置
上

限
額

 5
0

0
万

円
※

実
際

に
要

し
た

経
費

の
0

.5
を

上
限

（
２

）
複

数
団

体
に

よ
る

公
共

施
設

の
集

約
化

・
複

合
化

等
の

円
滑

化
の

た
め

の
経

費


住

民
へ

の
広

報
・
説

明
会

の
開

催


集

約
後

の
施

設
ま

で
の

住
民

の
移

動
費

用
の

支
援


施

設
利

用
料

が
異

な
る

こ
と

に
伴

う
激

変
緩

和
等

集
約

化
等

１
件

・
１
団

体
あ

た
り

の
措

置
上

限
額

 5
,0

0
0

万
円

※
実

際
に

要
し

た
経

費
の

0
.8

を
上

限
※

集
約

化
等

完
了

年
度

を
初

年
度

と
す

る
５

年
度

間

（１
）
施

設
の

整
備

を
行

い
、
施

設
を

統
合

す
る

場
合

（２
）施

設
の

整
備

を
行

わ
ず

、
機

能
を

統
合

す
る

場
合

廃
止

旧
A
施
設

旧
B
施
設

除
却

事
業

【拡
充

】集
約

化
・複

合
化

事
業

の
対

象
に
追

加

集
約

・複
合

（
新

増
築

な
ど

）

A
施
設

廃
止

A
施
設

旧
B
施
設

除
却

事
業

【
拡
充
】
集
約
化
・
複
合
化

事
業
の
対
象
に
追
加

機
能

統
合

（
整

備
な

し
）

A
施
設

※
 機

能
廃

止
も

対
象

【現
行

】

※
専

門
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

派
遣

（
総

務
省

・
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
の

共
同

事
業

）
に

よ
り

、
複

数
団

体
に

よ
る

公
共

施
設

の
集

約
化

・
複

合
化

等
の

取
組

を
支

援

※
地

方
交

付
税

措
置

は
、

対
象

事
業

費
か

ら
除

却
施

設
に

係
る

土
地

価
格

相
当

分
を

控
除

し
た

額
を

対
象

と
す

る

※
経

過
措

置
と

し
て

、
過

去
に

集
約

化
・
複

合
化

等
し

た
施

設
は

５
年

超
経

過
後

も
対

象

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
債
（集

約
化
・複

合
化
事
業
）の

拡
充

1

複
数
団
体
に
よ
る
公
共
施
設
の
集
約
化
・複

合
化
等
に
係
る
特
別
交
付
税
措
置
の
創
設

2

第
5
章

資
料
編

公
共

施
設

の
集

約
化

・
複
合

化
等
の

推
進

令
和
７
年
度
地
方
財
政
対
策



61

○
人

口
減

少
が

進
展

す
る

一
方

で
、
イ

ン
フ

ラ
資

産
の

大
規

模
な

更
新

時
期

を
迎

え
る

中
、
財

政
・経

営
状

況
や

ス
ト

ッ
ク

情
報

等
を

的
確

に
把

握
し

、
「
見

え
る

化
」
し

た
上

で
、
中

長
期

的
な

見
通

し
に

基
づ

く
持

続
的

な
財

政
運

営
・経

営
を

行
う

必
要

性
が

高
ま

っ
て

い
る

○
し

か
し

な
が

ら
、
地

方
公

共
団

体
に

お
い

て
は

、
人

材
不

足
等

の
た

め
、
こ

う
し

た
経

営
・財

務
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

係
る

「知
識

・
ノ

ウ
ハ

ウ
」
が

不
足

し
、
小

規
模

市
町

村
を

中
心

に
公

営
企

業
の

経
営

改
革

や
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

の
取

組
の

推
進

に
困

難
を

伴
っ

て
い

る
団

体
も

あ
る

と
こ

ろ
 

  
  
  
  
地

方
公

共
団

体
の
経
営
・財

務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を

強
化

し
、
財

政
運

営
の

質
の

向
上

を
図

る
た

め
、
総

務
省
と
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
共
同
事
業

と
し

て
、
団
体
の
状
況
や
要
請
に

応
じ
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣

（１
） 
支
援
分
野

○
公

営
企

業
・第

三
セ

ク
タ

ー
等

の
経

営
改

革

・
Ｄ

Ｘ
・Ｇ

Ｘ
の

取
組

・
経

営
戦

略
の

改
定

・経
営

改
善

・
公

立
病

院
経

営
強

化
プ

ラ
ン

の
改

定
・経

営
強

化
の

取
組

・
上

下
水

道
の

広
域

化
等

・
第

三
セ

ク
タ

ー
等

の
経

営
健

全
化

○
公

営
企

業
会

計
の

適
用

○
地

方
公

会
計

の
整

備
・
活

用

○
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

の
見

直
し

・
実

行

○
地

方
公

共
団

体
の

Ｄ
Ｘ

（
消

防
防

災
Ｄ

Ｘ
な

ど
）

○
地

方
公

共
団

体
の

Ｇ
Ｘ

○
地

方
公

共
団

体
間

の
広

域
連

携

（公
共

施
設

の
集

約
化

等
、
専

門
人

材
の

確
保

、
事

務
の

共
同

実
施

）

○
首

長
・管

理
者

向
け

ト
ッ

プ
セ

ミ
ナ

ー

①
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
は

、
自

治
体

職
員

・O
B

、
公

認
会

計
士

、
学

識
経

験
者

等
の
専
門
的
な
人
材
が
務
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
が
選
択

②
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の
派
遣
経
費
（謝

金
、
旅
費

）は
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
が
負
担
し
（団

体
の
負
担
な
し
）、

直
接
支
払
う

（２
） 
支
援
の
方
法

啓
発

・研
修

事
業

課
題

対
応

ア
ド

バ
イ

ス
事

業
課

題
達

成
支

援
事

業

都
道

府
県

が
市

区
町

村
等

に
対

す
る

研
修

会
・相

談
会

を
開

催
す

る
場

合
に

、
講

師
と

し
て

派
遣

上
記

の
支

援
分

野
に

つ
い

て
、
ア

ド
バ

イ
ス

を
必

要
と

す
る

団
体

の
要

請
に

応
じ

て
派

遣

都
道

府
県

に
派

遣
個

別
の

地
方

公
共

団
体

に
派

遣

上
記

の
支

援
分

野
に

係
る

特
定

の
課

題
の

達
成

が
困

難
と

な
っ

て
い

る
団

体
に

対
し

て
、
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

活
用

を
個

別
に

要
請

※
下

線
部

は
、
R

7
に

支
援

分
野

の
創

設
等

を
行

う
も

の

事
業
の
ポ
イ
ン
ト

事
業
概
要

第
5
章

資
料
編

令
和

７
年

度
「
地
方
公
共
団
体
の
経
営

・財
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化

事
業
」
  
～

 総
務

省
と
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
共
同
事
業

 ～

5.
3

「
地

方
公

共
団
体
の
経
営
・
財
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化

事
業
」
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○
都

道
府

県
等

が
、

市
町

村
（
政

令
指

定
都

市
・
中

核
市

・
県

庁
所

在
地

を
除

く
。

）
と

連
携

協
約

（
※

1
）
を

締
結

し
、

当
該

市
町

村
が

必
要

と
す

る
専

門
性

を
有

す
る

人
材

（
※

2
）
を

確
保

し
派

遣
す

る
場

合
の

募
集

経
費

及
び

人
件

費
（
※

3
）
に

つ
い

て
、

特
別

交
付

税
措

置
（
措

置
率

0
.5

）
を

講
ず

る
。

（
財

政
力

補
正

な
し

）

都
道

府
県

等
市

町
村

①
連

携
協

約

②
職

員
派

遣

（１
）連

携
協

約
に

基
づ

く
専

門
人

材
の

確
保

に
要

す
る

募
集

経
費

・専
門

人
材

を
派

遣
す

る
都

道
府

県
等

へ
の

措
置

  
派

遣
す

る
専

門
人

材
の

職
種

に
係

る
募

集
経

費
×

0
.5

  
上

限
額

：1
0

0
万

円
/団

体

（２
）連

携
協

約
に

基
づ

き
派

遣
す

る
専

門
人

材
の

人
件

費

・専
門

人
材

を
派

遣
す

る
都

道
府

県
等

へ
の

措
置

 人
件

費
×

0
.5

上
限

額
：6

0
0

万
円

程
度

/
人

※
市

町
村

か
ら

の
負

担
金

が
あ

る
場

合
は

控
除

※
自

治
法

派
遣

の
場

合
は

対
象

外

・専
門

人
材

を
受

け
入

れ
る

市
町

村
へ

の
措

置

負
担

金
×

0
.5

※
自

治
法

派
遣

の
場

合
に

対
象

※
連

携
協

約
に

基
づ

く
派

遣
先

ポ
ス

ト
に

つ
き

、
派

遣
初

年
度

分
の

み
措

置
対

象

※
１
：地

方
自

治
法

2
5

2
条

の
２

第
１
項

に
規

定
す

る
連

携
協

約
を

い
う

。
連

携
協

約
に

は
基

本
方

針
や

役
割

分
担

の
ほ

か
、
派

遣
さ

れ
る

職
員

に
求

め
ら

れ
る

専
門

性
を

規
定

す
る

こ
と

が
必

要
。
（
具

体
的

な
派

遣
さ

れ
る

職
員

数
、
期

間
等

に
つ

い
て

は
、
必

ず
し

も
連

携
協

約
に

規
定

す
る

必
要

は
な

い
が

、
連

携
協

約
を

踏
ま

え
、
派

遣
元

団
体

と
派

遣
先

団
体

の
間

の
協

定
・
覚

書
等

に
明

示
的

に
記

載
。
）

※
２

：保
健

師
や

保
育

士
、
税

務
（地

方
税

の
徴

収
等

）や
用

地
（道

路
建

設
に

伴
う

買
収

等
）
な

ど
、
様

々
な

分
野

に
お

け
る

専
門

性
を

有
す

る
人

材
が

対
象

。
な

お
、
技

術
職

員
・
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

確
保

に
つ

い
て

は
、
別

途
、
地

方
交

付
税

措
置

を
講

じ
て

い
る

。

※
３

：
任

期
の

定
め

の
な

い
常

勤
職

員
（①

主
に

市
町

村
支

援
に

従
事

す
る

職
員

、
か

つ
、
②

対
象

人
材

（
連

携
協

約
に

規
定

さ
れ

た
専

門
人

材
）
の

業
務

に
従

事
す

る
職

員
と

し
て

採
用

さ
れ

て
い

る
者

（又
は

準
じ

た
人

事
上

の
取

扱
い

を
受

け
る

者
））

・任
期

付
職

員
・非

常
勤

職
員

の
人

件
費

が
対

象
。

【
対

象
経

費
等

】

地
方
公
務
員
の
人
材
確
保
に
係
る
特
別
交
付
税
措
置
の
概
要

第
5
章

資
料
編

地
方
公

務
員

の
人

材
確

保
に
係

る
特
別

交
付
税

措
置
（
令
和
６
年
度
創
設
）

○
地

方
公

共
団

体
に

お
い

て
、

小
規

模
市

町
村

を
中

心
と

し
て

、
専

門
性

を
有

す
る

人
材

の
配

置
が

困
難

な
状

況
が

見
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
都

道
府

県
等

が
、

市
町

村
と

連
携

協
約

を
締

結
し

た
上

で
、

保
健

師
、

保
育

士
、

税
務

職
員

な
ど

、
当

該
市

町
村

が
必

要
と

す
る

専
門

性
を

有
す

る
人

材
を

確
保

し
派

遣
す

る
場

合
の

募
集

経
費

及
び

人
件

費
に

つ
い

て
、

新
た

に
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設
。

5.
4

専
門

人
材

の
確
保
等
に
係
る
財
政
措
置
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対
象
団
体

対
象
経
費

対
象
期
間

措
置
額

対
象
経
費
の
上
限
額

都
道
府
県

市
町
村

○
都
道
府
県
（連

携
中
枢

都
市
等

含
む

）に
よ
る
市
町
村
支
援
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
人

材
の

確
保

に
要

す
る

非
常

勤
職

員
等

の
人

件
費

、
民

間
事

業
者

へ
の
委

託
費

、
募
集

経
費

等
○

上
記

の
経

費
の

一
部

に
つ

き
市

町
村

の
負
担

金
が

生
じ

る
場

合
の

当
該
負
担
金

対
象

経
費

の
合

計
額

に
0

.7
を

乗
じ

て
得

た
額

人
件

費
相

当
額

：

2
,0

0
0

万
円

/人

募
集

経
費

：

1
0

0
万

円
/団

体

→
3

0
0

万
円

/団
体

R
1
1
年

度
ま

で

都
道
府
県

等
に
お

け
る
市
町

村
支
援

の
た
め

の
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
に

要
す
る
職

員
の

人
件

費
等
に
係

る
特

別
交
付
税
措
置

第
5
章

資
料
編

○
主

な
所

掌
事

務
が

市
町

村
支

援
業

務
で

な
い

デ
ジ

タ
ル

人
材

に
係

る
経

費
は

、
対

象
外

。

○
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

の
場

合
、
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

人
件

費
以

外
（交

通
費

、
通

信
運

搬
費

等
）に

要
し

た
経

費
は

、
対

象
外

。
た

だ
し

、
事

業
運

営
経

費
等

の
う

ち
募

集
経

費
に

相
当

す

る
経

費
は

、
措

置
の

対
象

。

市
町
村
支
援
業
務
の
想
定
事
例

•
D

X
・情

報
化

計
画

等
の

策
定

・見
直

し
案

の
作

成
•

標
準

化
・ク

ラ
ウ

ド
化

に
向

け
た

助
言

・仕
様

調
整

•
デ

ジ
タ

ル
技

術
等

も
活

用
し

た
業

務
見

直
し

（B
P

R
）、

シ
ス

テ
ム

発
注

支
援

•
デ

ー
タ

利
活

用
に

関
す

る
助

言
•

人
材

育
成

（研
修

企
画

・講
師

等
）

•
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
研

修
・監

査
支

援
等

県

Ｂ
町

Ａ
市

週
２

日
勤

務
週

２
日

勤
務

デ
ジ

タ
ル

人
材

採
用

＜
都
道
府
県
に
よ
る
市
町
村
支
援
（
イ
メ
ー
ジ
）＞

（職
員
と
し
て
採
用
す
る
場
合
）

※
県

が
事

業
者

に
人

材
の

派
遣

を
委

託
す

る
こ

と
も

可
能

令
和
７
年
度
延
長
・拡

充

特
別
交
付
税
措
置
の

概
要

拡
充

期
間

は

令
和

９
年

度
ま

で

留
意
点

○
デ

ジ
タ

ル
人

材
が

逼
迫

す
る

中
で

、
特

に
小

規
模

市
町

村
に

お
い

て
人

材
確

保
が

進
ん

で
い

な
い

こ
と

等
を

踏
ま

え
、
都

道
府

県
等

が
市

町
村

支
援

の
た

め
の

デ
ジ

タ
ル

人
材

の
確

保
に

要
す

る
経

費
に

係
る

特
別

交
付

税
措

置
を

令
和

1
1
年

度
ま

で
延

長
。

※
都
道
府
県
が
一
定

の
ス
キ
ル

・
経

験
を

有
す
る
デ
ジ
タ
ル
人

材
を
、
市

町
村
支

援
業
務

を
行
う
常

勤
職
員

と
し
て
雇

用
し
た

場
合

の
人

件
費

に
つ

い
て
、
普

通
交

付
税

措
置

を
講

ず
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
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○
自
治
体
Ｄ
Ｘ
ア
ク
セ
ラ
レ
ー
タ
と
し
て
確
保
し
た
者
に
対
し
て
行
う
研
修
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
も
、
当
該
者
を
Ｄ
Ｘ
推
進
リ
ー
ダ
ー
に
指
定
す
る
等

本
特
別
交
付
税
措
置
の
要
件
を

満
た
す
限
り
、
措
置
の
対
象
。

○
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

上
に

記
載

の
無

い
研

修
や

幅
広

な
職

員
を

対
象

と
し

た
研

修
に

係
る

経
費

は
対

象
外

。
○

自
治

体
D

X
推

進
に

係
る

幅
広

な
経

費
で

は
な

く
、
D

X
推

進
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

に
係

る
経

費
の

み
が

対
象

。

対
象
団
体

対
象
経
費

対
象
期
間

措
置
額

対
象
経
費
の
上
限
額

都
道
府
県

市
町
村

○
D

X
推
進
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
に
係
る
研
修
に
要
す
る
経
費

、
民
間
講
座
の
受
講
料
、
資
格
取
得
の
た
め
の
受
験
料

（初
歩

的
な

も
の

で
は

な
く

、
一

定
の

専
門

的
な

資
格

試
験

を
対

象
）

等

（想
定

さ
れ

る
経

費
）

•
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

実
施

に
係

る
委
託
費
又
は
負
担
金

•
民

間
事

業
者

、
大

学
等

の
講
座
受
講
料

•
人

材
育

成
事

業
に

必
要

な
そ

の
他

の
経

費
（育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

経
費

、
ソ

フ

ト
ウ

ェ
ア

ラ
イ

セ
ン

ス
料

な
ど

環
境

整
備

に
要

す
る

経
費

等
）

対
象

経
費

の
合

計
額

に
0

.7
を

乗
じ

て
得

た
額

な
し

R
7

年
度

ま
で

特
別
交
付
税
措
置
の

概
要

留
意
点

＜
自

治
体

D
X
全
体
手
順
書
＞

「内
部

職
員

を
D

X
推

進
リ

ー
ダ

ー
と

し
て

集
中

的
に

育
成

・確
保

し
て

い
く

に
あ

た
っ

て
は

、
D

X
推
進
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
育
成
す
る
職
員
を
指
定

※
し

、
集
中
的
に
育
成

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
」

※
 指

定
に

あ
た

り
、
「職

員
本

人
の

希
望

」の
ほ

か
に

参
考

と
す

べ
き

情
報

•
対

象
職

員
の

こ
れ

ま
で

の
職

務
経

歴
（特

に
シ

ス
テ

ム
、
W

e
b

サ
ー

ビ
ス

・ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

等
）

・
民

間
IT

企
業

で
の

実
務

経
験

•
独

立
行

政
法

人
情

報
処

理
推

進
機

構
が

実
施

す
る

情
報

処
理

技
術

者
試

験
等

の
資

格
取

得
状

況

地
方
公
共
団
体
に
お

け
る
デ
ジ
タ
ル
化

の
取
組

の
中
核

を
担
う
職
員

(
Ｄ
Ｘ
推
進
リ
ー
ダ
ー

)
の

育
成

に
係

る
特

別
交

付
税
措

置

○
計

画
的

な
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

育
成

が
喫

緊
の

課
題

で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

D
X

推
進

リ
ー

ダ
ー

の
育

成
に

係
る

経
費

に
係

る
特

別
交

付
税

措
置

を
引

き
続

き
措

置
。
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（※
１
）C

IO
補

佐
官

等
と

は
、
D

X
推

進
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
担

う
C

IO
等

を
専

門
的

知
見

か
ら

補
佐

す
る

者
で

あ
り

、
役

職
の

名
称

が
C

IO
補

佐
官

に
限

ら
れ

る
も

の
で

は
な

い
。

（※
２

）１
団
体
に
お
い
て

C
IO

補
佐
官
等
と
し
て
複

数
の
外
部
人
材
の
任
用
等
を
行
っ
た
場
合
、
財
政
措
置
の
対
象
上
限
は
３
名
分

（令
和

6
～

７
年

度
）

○
措

置
対

象
と

な
る

C
IO

補
佐

官
等

の
業

務
は

、
全

庁
的

・横
断

的
に

D
X

推
進

を
図

る
「特

別
職

非
常

勤
職

員
の

助
言

業
務

」に
相

当
す

る
も

の
。

○
業

務
委

託
も

対
象

と
な

る
も

の
の

、
単

な
る

各
種

計
画

策
定

の
業

務
委

託
は

対
象

外
。
ま

た
、
内

部
検

討
の

助
言

等
の

対
象

部
分

は
、
必

要
に

応
じ

て
按

分
計

算
し

て
報

告
し

て
い

た
だ

く
必

要
。

対
象
団
体

対
象
経
費

対
象
経
費
（詳

細
）

対
象
期
間

措
置
額

対
象
経
費
の
上
限
額

市
町

村

①
任
用
等
経
費

市
町

村
が

C
IO

補
佐

官
等

と
し

て
、

外
部

人
材

の
任
用
等
を
行
う
た
め
の
経
費

と
し

て
次

に
掲

げ
る

も
の

（※
２
）

•
特
別
職

非
常

勤
職

員
と

し
て

任
用

す
る

場
合

→
 
報
酬
等

（期
末

手
当

等
を

含
む

。
）

•
外
部
に
業
務
委
託

す
る

場
合

→
 委

託
料
等

対
象

経
費

の
合

計

額
に

0
.7

を
乗

じ
て

得

た
額

な
し

R
7

年
度

ま
で

②
募
集
経
費

市
町

村
が

C
IO

補
佐

官
等

と
し

て
、
外

部
人

材
の
募
集
を
行
う
た
め
の
経
費

対
象

経
費

の
合

計

額
に

0
.7

を
乗

じ
て

得

た
額

1
0

0
万
円

R
7

年
度

ま
で

特
別
交
付
税
措
置
の

概
要

留
意
点

市
町
村
に
お
け
る
Ｃ
ＩＯ

補
佐

官
等

と
し
て
の

外
部
人

材
の
任

用
等
に
係
る
特
別
交
付
税
措
置

○
市

町
村

の
D

X
を

推
進

す
る

上
で

、
C

I
O

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
を

専
門

的
知

見
か

ら
補

佐
す

る
C

I
O

補
佐

官
等

（
※

１
）
の

役
割

が
鍵

と
な

る
た

め
、

市
町

村
が

C
IO

補
佐

官
等

と
し

て
、

外
部

人
材

の
任

用
等

を
行

う
た

め
の

経
費

に
係

る
特

別
交

付
税

措
置

を
引

き
続

き
措

置
。
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○
近

年
、
多

発
す

る
自

然
災

害
へ

の
対

応
や

、
公

共
施

設
の

老
朽

化
を

踏
ま

え
た

適
正

管
理

が
求

め
ら

れ
る

中
で

、
小

規
模

市
町

村
を

中
心

に
技

術
職

員
の

不
足

が
深

刻
化

○
さ

ら
に

、
大

規
模

災
害

時
に

お
い

て
、
特

に
、
技

術
職

員
の

中
長

期
派

遣
の

ニ
ー

ズ
が

高
い

状
況

第
5
章

資
料
編 都
道
府
県
等

 都
道

府
県

等
※
が

 市
町

村
支

援
業

務
の

た
め

の
技

術
職

員
を

配
置

（Ａ
）
技

術
職

員
不

足
の

市
町

村
支

援
（平

時
）

事
前

登
録

さ
れ

た
技

術
職

員
数

を
基

に
、

地
方

三
団

体
及

び
指

定
都

市
市

長
会

と
と

も
に

派
遣

調
整

（Ｂ
）
中

長
期

派
遣

要
員

の
確

保
（大

規
模

災
害

時
）

市
町

村
支

援

•「
市

町
村

支
援

業
務

に
従

事
す

る
技

術
職

員
数

」
•「

中
長

期
派

遣
可

能
な

技
術

職
員

数
」
の

い
ず

れ
か

小
さ

い
方

の
職

員
数

に
係

る
人

件
費

に
、

地
方

交
付

税
措

置

※
令

和
５

年
度

か
ら

地
方

交
付

税
措

置
の

要
件

を
緩

和
（
増

員
さ

れ
た

技
術

職
員

数
の

範
囲

内
と

い
う

要
件

を
廃

止
）

地
方

交
付

税
措

置

中
長
期
派
遣
対
応

技
術
職
員

（1
,0

0
0
人
程
度
の
確
保
を
目
指
す
）

事
前

登
録

技
術

職
員
（
土
木
技
師
・
建

築
技

師
・
農
業
土
木
技
師
・

林
業

技
師
）
を

都
道

府
県
等

※
で
確
保

※
市

町
村

間
連

携
と

し
て

、
他

市
町

村
の

支
援

業
務

の
た

め
に

技
術

職
員

を
確

保
・配

置
す

る
市

町
村

を
含

む

・R
6

.4
.1

現
在

の
登

録
者

数
：3

9
9

名
→

被
災

地
に

技
術

職
員

1
3

8
名

を
派

遣
中

※
上

記
の

要
件

緩
和

に
併

せ
て

、
以

下
の

項
目

を
内

容
と

す
る

「技
術

職
員

確
保

計
画

」の
策

定
を

要
請

・
令

和
1
0

年
度

ま
で

の
技

術
職

員
確

保
の

具
体

的
な

数
値

目
標

・
技

術
職

員
確

保
の

具
体

的
な

取
組

•災
害

査
定

・
復

旧
事

業
•公

共
施

設
管

理
・
点

検
発

注
業

務
等

復
旧

・
復

興
支

援
 技

術
職

員
派

遣
制

度
（
令
和

２
年
度
創
設
）

都
道

府
県

等
が

技
術

職
員

を
確

保
し

、
平

時
に

技
術

職
員

不
足

の
市

町
村

を
支

援
す

る
と

と
も

に
、
大

規
模

災
害

時
の

中
長

期
派

遣
要

員
を

確
保

す
る

仕
組

み
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第
１

趣
旨

（
３
）

連
携

中
枢

都
市

圏
に

求
め

ら
れ

る
取

組
 連

携
中

枢
都

市
圏

の
形

成
に

つ
い

て
は

相
当

程
度

進
捗

し
た

段
階

に
あ

る
と

評
価

す
る

こ
と

が
で

き
、

広
域

的
な

産
業

政
策

、
観

光
振

興
、

災
害

対
策

な
ど

、
比

較
的

連
携

し
や

す
い

取
組

か
ら

実
績

が
積

み
上

げ
ら

れ
て

い
る

が
、

今
後

は
、
人

口
構

造
の

変
化

等
に

伴
う

イ
ン

フ
ラ

の
老

朽
化

や
人

手
不

足
と

い
っ
た

様
々

な
資

源
制

約
に

直
面

す
る

中
で

取
組

を
推

進
し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
こ

う
し

た
状

況
に

お
い

て
、
「
経

済
成

長
の

け
ん

引
」
、
「
高

次
都

市
機

能
の

集
積

・
強

化
」
及

び
「
生

活
関

連
機

能
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

」
に

よ
る

活
力

あ
る

社
会

経
済

を
維

持
す

る
た

め
の

拠
点

の
形

成
・
維

持
を

図
っ
て

い
く
た

め
に

は
、
そ

れ
ぞ

れ
が

有
す

る
資

源
を

融
通

し
合

い
、
共

同
で

活
用

し
て

い
く
視

点
が

不
可

欠
で

あ
り

、
公

共
施

設
の

集
約

化
や

専
門

人
材

の
確

保
な

ど
、

合
意

形
成

が
容

易
で

は
な

い
課

題
に

も
積

極
的

に
対

応
し

、
取

組
の

内
容

を
深

化
さ

せ
て

い
く

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
こ

の
た

め
に

は
、
連

携
す

る
市

町
村

に
お

い
て

将
来

の
ビ

ジ
ョ
ン

を
共

有
し
た

上
で

、
各

市
町

村
が

連
携

事
業

に
積

極
的

に
関

与
し
、
そ

れ
ぞ

れ
の

意
見

を
十

分
に

踏
ま

え
た

丁
寧

な
合

意
形

成
を

行
う

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

問
題

意
識

は
、
第

3
3

次
地

方
制

度
調

査
会

「
ポ

ス
ト
コ

ロ
ナ

の
経

済
社

会
に

対
応

す
る

地
方

制
度

の
あ

り
方

に
関

す
る

答
申

」
に

も
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

第
８

市
町

村
に

対
す

る
助

言
及

び
支

援
 都

道
府

県
は

、
当

該
都

道
府

県
内

の
市

町
村

に
お

け
る

連
携

中
枢

都
市

圏
の

形
成

や
連

携
中

枢
都

市
圏

に
関

す
る

取
組

に
つ

い
て

情
報

提
供

や
助

言
を

行
う

と
と

も
に

、
積

極
的

な
支

援
を

行
う

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
特

に
、

産
業

振
興

、
医

療
、

地
域

公
共

交
通

、
イ

ン
フ

ラ
の

整
備

、
公

共
施

設
の

適
正

配
置

等
に

向
け

た
議

論
の

促
進

な
ど

都
道

府
県

が
広

域
自

治
体

と
し

て
取

り
組

む
こ
と

が
効

果
的

な
事

務
に

つ
い

て
は

、
連

携
中

枢
都

市
圏

に
関

す
る

取
組

と
円

滑
に

連
携

で
き

る
よ

う
調

整
を

図
る

な
ど

、
連

携
中

枢
都

市
圏

の
取

組
を

支
援

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

第
５

連
携

中
枢

都
市

圏
形

成
に

係
る

連
携

協
約

（
２
）

連
携

中
枢

都
市

圏
形

成
に

係
る

連
携

協
約

に
規

定
す

る
事

項
 ④

連
携

す
る

取
組

 連
携

す
る

取
組

は
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

て
柔

軟
に

定
め

う
る

も
の

で
あ

る
が

、
圏

域
全

体
の

経
済

を
け

ん
引

し
圏

域
の

住
民

全
体

の
暮

ら
し

を
支

え
る

と
い

う
観

点
か

ら
、

ア
圏

域
全

体
の

経
済

成
長

の
け

ん
引

、
イ

高
次

の
都

市
機

能
の

集
積

・
強

化
、

ウ
圏

域
全

体
の

生
活

関
連

機
能

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
、

の
３

つ
の

役
割

を
果

た
す

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
（
中

略
）

ま
た

、
人

口
構

造
の

変
化

等
に

伴
う

資
源

制
約

の
中

で
、
連

携
中

枢
都

市
圏

が
ア
か

ら
ウ

ま
で

の
役

割
を

果
た

す
た

め
に

は
、
圏

域
内

の
公

共
施

設
や

人
材

を
は

じ
め

と
す

る
資

源
を

効
率

的
に

活
用

す
る

た
め

の
取

組
を

進
め

る
こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
（
中

略
）

ウ
圏

域
全

体
の

生
活

関
連

機
能

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
C

資
源

制
約

に
対

応
す

る
た

め
の

圏
域

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
等

に
係

る
政

策
分

野
 ａ

人
材

の
育

成
（
デ

ジ
タ

ル
人

材
そ

の
他

の
専

門
人

材
の

育
成

を
含

む
。

）
 ｂ

外
部

か
ら

の
行

政
及

び
民

間
人

材
の

確
保

（
デ

ジ
タ

ル
人

材
そ

の
他

の
専

門
人

材
の

確
保

を
含

む
。

）
 ｃ

圏
域

内
市

町
村

の
職

員
等

の
交

流
 ｄ

圏
域

内
の

公
共

施
設

の
集

約
化

・
共

同
利

用
等

・
圏

域
内

の
公

共
施

設
の

立
地

状
況

、
利

用
実

態
等

を
踏

ま
え

た
最

適
配

置
に

向
け

た
調

査
検

討
・
複

数
市

町
村

に
ま

た
が

る
公

共
施

設
の

集
約

化
・
共

同
利

用
 

等
に

係
る

連
携

 ｅ
人

材
を

は
じ

め
と

す
る

資
源

を
効

率
的

に
活

用
す

る
た

め
に

必
要

な
事

務
の

共
同

実
施

 ｆ
ａ

か
ら

ｅ
ま

で
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
資

源
制

約
に

対
応

す
る

た
め

の
圏

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

に
係

る
連

携

改
正

後
の

要
綱

（
抄

）

第
5
章

資
料
編

5.
5

連
携

中
枢

都
市
圏
構
想
推
進
要
綱

の
一

部
改
正

に
つ
い

て
（令

和
７
年
１
月

2
3
日

）
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第
１

趣
旨

（
5
）

定
住

自
立

圏
に

求
め

ら
れ

る
取

組
定

住
自

立
圏

の
形

成
に

つ
い

て
は

、
相

当
程

度
進

捗
し

た
段

階
に

あ
る

と
評

価
す

る
こ

と
が

で
き

、
広

域
的

な
産

業
政

策
、

観
光

振
興

、
災

害
対

策
な

ど
、

比
較

的
連

携
し

や
す

い
取

組
か

ら
実

績
が

積
み

上
げ

ら
れ

て
い

る
が

、
今

後
は

、
人

口
構

造
の

変
化

等
に

伴
う

イ
ン

フ
ラ

の
老

朽
化

や
人

手
不

足
と

い
っ
た

様
々

な
資

源
制

約
に

直
面

す
る

中
で

取
組

を
推

進
し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
こ
う

し
た

状
況

に
お

い
て

、
「
生

活
機

能
の

強
化

」
、
「
結

び
つ

き
や

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の

強
化

」
、
「
資

源
制

約
に

対
応

す
る

た
め

の
圏

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

」
に

よ
る

活
力

あ
る

社
会

経
済

を
維

持
す

る
た

め
の

拠
点

の
形

成
・
維

持
を

図
っ
て

い
く
た

め
に

は
、
そ

れ
ぞ

れ
が

有
す

る
資

源
を

融
通

し
合

い
、
共

同
で

活
用

し
て

い
く
視

点
が

不
可

欠
で

あ
り
、
公

共
施

設
の

集
約

化
や

専
門

人
材

の
共

同
確

保
な

ど
、

合
意

形
成

が
容

易
で

は
な

い
課

題
に

も
積

極
的

に
対

応
し

、
取

組
の

内
容

を
深

化
さ

せ
て

い
く

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
こ
の

た
め

に
は

、
連

携
す

る
市

町
村

に
お

い
て

将
来

の
ビ

ジ
ョ
ン

を
共

有
し

た
上

で
、
各

市
町

村
が

連
携

事
業

に
積

極
的

に
関

与
し
、
そ

れ
ぞ

れ
の

意
見

を
十

分
に

踏
ま

え
た

丁
寧

な
合

意
形

成
を

行
う

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

問
題

意
識

は
、
第

 3
3

 次
地

方
制

度
調

査
会

「
ポ

ス
ト
コ
ロ

ナ
の

経
済

社
会

に
対

応
す

る
地

方
制

度
の

あ
り
方

に
関

す
る

答
申

」
 に

も
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

第
9

市
町

村
に

対
す

る
助

言
及

び
支

援
都

道
府

県
は

、
当

該
都

道
府

県
内

の
市

町
村

に
お

け
る

定
住

自
立

圏
に

関
す

る
取

組
に

つ
い

て
、

必
要

に
応

じ
て

、
広

域
の

地
方

公
共

団
体

と
し

て
、

助
言

を
行

う
と

と
も

に
、

支
援

を
行

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

特
に

、
医

療
、

産
業

振
興

、
地

域
公

共
交

通
、

イ
ン

フ
ラ

の
整

備
、
公

共
施

設
の

適
正

配
置

等
に

向
け

た
議

論
の

促
進

等
都

道
府

県
が

取
り
組

む
こ

と
が

効
果

的
な

事
務

に
つ

い
て

、
定

住
自

立
圏

に
関

す
る

取
組

と
円

滑
に

連
携

で
き

る
よ

う
調

整
を

図
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

第
５

定
住

自
立

圏
形

成
協

定
（
２
）

定
住

自
立

圏
形

成
協

定
に

規
定

す
る

事
項

 ④
連

携
す

る
具

体
的

事
項

連
携

す
る

具
体

的
事

項
は

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

柔
軟

に
定

め
う

る
も

の
で

あ
る

が
、

宣
言

中
心

市
及

び
そ

の
近

隣
に

あ
る

市
町

村
に

お
い

て
、

定
住

自
立

圏
全

体
の

活
性

化
を

通
じ

て
人

口
定

住
を

図
る

と
い

う
観

点
か

ら
、

様
々

な
取

組
を

対
象

と
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

（
中

略
）

な
お

、
人

口
構

造
の

変
化

等
に

伴
う

資
源

制
約

の
中

で
、
必

要
な

生
活

機
能

を
確

保
す

る
た

め
に

は
、
学

校
施

設
等

の
集

約
化

・
複

合
化

や
、
道

路
・
橋

梁
等

の
イ

ン
フ

ラ
の

市
町

村
の

枠
を

超
え

た
維

持
管

理
や

修
繕

等
の

取
組

な
ど

、
圏

域
内

の
公

共
施

設
や

人
材

を
は

じ
め

と
す

る
資

源
を

効
率

的
に

活
用

す
る

た
め

の
取

組
を

進
め

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

（
中

略
）

ウ
資

源
制

約
に

対
応

す
る

た
め

の
圏

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

に
係

る
政

策
分

野
 ａ

宣
言

中
心

市
等

に
お

け
る

人
材

の
育

成
（
デ

ジ
タ

ル
人

材
そ

の
他

の
専

門
人

材
の

育
成

を
含

む
。

）
 ｂ

宣
言

中
心

市
等

に
お

け
る

外
部

か
ら

の
行

政
及

び
民

間
人

材
の

確
保

（
デ

ジ
タ

ル
人

材
そ

の
他

の
専

門
人

材
の

確
保

を
含

む
。

）
 ｃ

圏
域

内
市

町
村

の
職

員
等

の
交

流
 ｄ

圏
域

内
の

公
共

施
設

の
集

約
化

・
共

同
利

用
等

・
圏

域
内

の
公

共
施

設
の

立
地

状
況

、
利

用
実

態
等

を
踏

ま
え

た
最

適
配

置
に

向
け

た
調

査
検

討
・
複

数
市

町
村

に
ま

た
が

る
公

共
施

設
の

集
約

化
・
共

同
利

用
等

に
係

る
連

携
 ｅ

人
材

を
は

じ
め

と
す

る
資

源
を

効
率

的
に

活
用

す
る

た
め

に
必

要
な

事
務

の
共

同
実

施
 ｆ

ａ
か

ら
ｅ

ま
で

に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、
資

源
制

約
に

対
応

す
る

た
め

の
圏

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

に
係

る
連

携

第
5
章

資
料
編

5.
6

定
住

自
立

圏
構
想
推
進
要
綱
の
一
部
改

正
に
つ

い
て
（
令
和

７
年

１
月

2
3
日

）

改
正

後
の

要
綱

（
抄

）
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第
３

地
方
公
共
団
体
相

互
間

の
連
携

・協
力

及
び

公
共

私
の

連
携

１
地
方
公
共
団

体
相
互

間
の
連

携
・
協

力

（１
）資

源
制
約
等
に
対
応
し
て
い
く
た

め
の

連
携

・
協

力
の

取
組

の
深

化

人
口

構
造

の
変

化
に

よ
り

、
今

後
は

、
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
や
人
手
不
足
と
い
っ
た
様
々
な
資
源

制
約

の
更

な
る
深
刻

化
が

予
想

さ
れ

る
。
地

方
公

共
団

体
に

は
、
持

続
可

能
な

形
で

住
民

生
活

を
支

え
て

い
く

た
め

、
そ
れ
ぞ
れ
が
有
す
る
資
源
を
融
通
し
合
い
、
共
同
で
活
用
し
て
い
く
視
点
が
ま
す

ま
す
求
め
ら
れ
る

こ
と

に
な

る
。
（中

略
）都

道
府
県
に
は
、
引

き
続

き
、
市

町
村

の
自

主
性

・自
立

性
を

尊
重

す
る

こ
と

を
基

本
と

し
た

上
で

、
広
域

の
地

方
公
共
団
体

と
し
て
、
市
町
村
間
の
広
域
連
携
や
将
来
に
向
け
た
ビ
ジ
ョ
ン
の
共
有

が
円

滑
に

進
め

ら
れ

る
よ

う
、
適
切
な
助
言
や
調
整
、
支
援
の

役
割

を
一
層
き

め
細
や
か
に
果
た
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

。
（後

略
）

（２
）公

共
施
設

の
集

約
化
・
共
同

利
用

高
度

経
済

成
長

期
以

降
に

整
備

さ
れ

た
施
設
・イ

ン
フ
ラ
の
老
朽
化
が
課
題

と
な

る
中

、
（
中

略
）今

後
ま
す
ま
す
課

題
の

深
刻

化
が

懸
念

さ
れ

る
状

況
に

お
い

て
は

、
各

地
方

公
共

団
体

で
の

取
組

だ
け

で
な

く
、
他
の

地
方
公
共
団
体
と
連
携
し
て
、
公

共
施

設
の

集
約

化
・
共
同

利
用

や
長

寿
命

化
に

取
り
組
む
こ
と
が
効
果
的

と
考

え
ら

れ
る

。
し

か
し

な
が

ら
、
公

共
施

設
の

集
約

化
・
共

同
利

用
は

、
施
設

の
廃

止
の

議
論

に
も
踏
み

込
む

必
要

が
生

じ

る
な

ど
合
意
形
成
の
ハ
ー
ド
ル
が
高
く
、
地
域
を
超
え
て
取
り
組
む
場
合
の
利
害
調
整
に
は
特
に
困
難
を
伴
う

た
め

、
広
域

で
の

集
約

化
・
共
同

利
用

の
取

組
が
十
分

に
は
進
ん
で
い
な
い

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
こ

の
た

め
、
市

町
村

間
の

広
域

連
携

に
お

い
て

は
、
（
１
）で

述
べ

た
よ

う
な

円
滑

な
合

意
形

成
に

向
け

た
取

組
を

通
じ

、
各
市
町
村
が
、
広
域
的
な
公
共
施
設
の
集
約
化
・共

同
利
用
に
も
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
期
待

さ
れ

る
。
ま

た
、
地

域
に

よ
っ

て
は

、
都
道
府
県
が
調
整
や
事
務
局
機
能
と
い
っ
た
役
割
を
担
う

こ
と

で
、
市
町
村

間
で

の
公

共
施

設
の

集
約

化
・共

同
利

用
に
関
す
る
議

論
が

円
滑
に
進

ん
で
い
る

事
例

も
見

ら
れ

る
。
地

域
の

実
情

や
市

町
村

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

つ
つ

、
都
道
府
県
に
は
、
自
ら
が
市
町
村
等
と
連
携
し
て

公
共
施
設
の
集
約
化
・共

同
利
用
に
取
り
組
む
こ
と

や
、
広
域

自
治
体
と
し
て
の
役
割
を
発
揮
し
て
、
市
町

村
間

で
の
合

意
形

成
が

円
滑

に
進
む

よ
う
、

適
切

な
助
言
や
調
整
、
支
援
を
行
う
こ
と
が
期
待
さ
れ
る

。
（後

略
）

（３
）専

門
人
材

の
確

保
・
育

成

市
町

村
間

で
の

連
携

や
都

道
府

県
に

よ
る

補
完

・
支

援
に

よ
っ

て
専

門
人

材
を

確
保

・育
成

す
る

取
組

事
例

は
多

く
は

見
ら

れ
な

い
。
こ

の
結

果
と

し
て

、
と

り
わ

け
規
模
の
小
さ
な
市
町
村
を
中
心
と
し
て
、
専
門
人
材
の
配
置
が
困
難
な
状
況

が
生

じ
て

い
る

。
（中

略
）
市
町

村
が

そ
れ
ぞ

れ
単

独
で

専

門
人

材
を
確
保

・育
成
す
る
取
組
に
は
限
界
が
あ
る

と
考

え
ら

れ
る

。
地

方
公

共
団

体
に

お
い

て
は

、
必

要
な

専
門

人
材

を
自

ら
確

保
・育

成
す

る
努

力
に

加
え

て
、
他
の

地
方
公
共
団
体
と
連
携
し
て
確
保
・
育
成
に
取
り
組
む
視
点
も
一
層
重
要

に
な

る
。
こ

う
し

た
観

点
か

ら
は

、
都
道

府
県

や
規

模
の

大
き

な
都
市

に
は

、
専
門
人
材
の
確
保
・育

成
に
つ
い
て
課
題
に
直
面
し
て
い
る
市
町
村
と
認

識
を
共
有

し
、
連

携
し
て
確
保

・育
成

に
取

り
組
ん
で

い
く

こ
と

が
こ
れ
ま
で
以
上
に
期
待

さ
れ

る
。
（後

略
）

（令
和

５
年

１
２

月
２

１
日

）

第
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5.
7

第
３
３
次

地
方
制
度
調
査
会
「ポ

ス
ト
コ
ロ
ナ
の

経
済

社
会

に
対

応
す
る
地
方

制
度
の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申
」
（抄

）
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図表5-1 事務の共同処理制度の比較

制
度
の

種
類

法人の設立を要しない簡便な仕組み

連携協約 協議会
機関等の共同
設置

事務の委託 事務の代替執行

連
携

イ
メ
ー
ジ

組
織

法人格をもたない

ー

構成団体の
職員が処理
※機関が存在
しない

構成団体の
職員が処理
※機関が存在する

受託団体が
事務を処理

一方の団体が他
方の団体の事務
を処理

法
律

効
果
の

帰
属 ー

各構成団体に
帰属

各構成団体に
帰属

受託団体に帰属
他方の団体に
帰属

そ
の
他

・基本的な方針や
役割分担を定める
仕組み
（管理及び執行す
ることはない）
・双務契約に類似

・協議会固有の
財産・職員を
有しない

・事務の管理及び
執行に関する法令
等の適用は、構成
団体の機関
と同一

・受託団体は受託
事務を自己の事
務として処理
（委託した団体は
権限がなくなる）

・代替執行事務の
処理権限は、代替
執行を求めた
地方公共団体に
残る
・民法の代理
に相当

当
事
者

１対１ 複数の団体 １対１

設
置

①関係地方公共団体の協議、規約作成
②関係地方公共団体の議会の議決（※１）
③都道府県知事への届出（※２）

解
散
・規
約

の
変
更
等

①関係地方公共団体の協議
②関係地方公共団体の議会の議決（※１）
③都道府県知事への届出（※２）

A B

基本的な方針
役割分担

A B A B
A B C

abc

A B C

調整

事務処理

法律効果 法律効果

事務処理

事務処理

法律効果

事務処理 法律効果

5.8 事務の共同処理制度の比較

第2章「自治体間の連携の手法」2.2「事務の共同処理制度」で紹介した、７つの共同処理制度

の比較を以下に示します。

※１ 連絡調整協議会の場合には、議決不要
※２ 都道府県の加入するものについては総務大臣への届出



71

第5章 資料編

制
度
の

種
類

法人の設立を要しない簡便な仕組み

連携協約 協議会
機関等の共同
設置

事務の委託
事務の代替
執行

紛
争
解
決
方
法
の
ビ
ル
ト
イ
ン

〇
・自治紛争処理委員
による紛争処理の方
策の提示を申請
できる
・当事者はその方策
を尊重して必要な措
置を執る必要（調停
と異なり、当事者の
受諾を要しない）

×
（地方自治法上の紛争解決の一般的制度としての自治紛争処理委員の調停に
よることは可能）

特
徴

・連携して事務を処理
するに当たっての基
本的な方針及び役割
分担を定める

・各構成団体の長
等の名において
事務を管理執行
・各構成団体が形
式的には主体性
を保つ

・各団体の共
通の機関等と
しての性格を
有し、管理執
行の効果は、
それぞれの団
体に帰属

・権限の移動を伴い、
委託側は事務処理
権限を失う
・権限が受託側に一
元化されるため責
任の所在が明確
・事務処理の効率性
が高い

・代替執行を求め
た団体の長等の
名において事務
を代替執行

課
題

・内容に応じて、別途、
事務の共同処理制度、
私法上の委託等を活
用する必要がある

・機動的な意思決
定が難しい
・責任の帰属が第
一義的に問われ
やすい事務には
向かない
・名称が共同処理
機構を想起しづ
らい
・数が少ない

・すべての構成
団体の議会に
対応する必要
があるなど、
手続が煩雑
・複数の責任
主体を支える
ことになり、指
揮命令系統が
不明確になる
可能性
・限定された分
野での活用に
とどまる

・委託団体は、委託
した事務に関して直
接、権限を行使する
ことができなくなる
・受託団体は、受託
した事務に関する
責任をすべて負う
・権限の移動を伴う
ため、活用を躊躇す
るとの指摘

・事務の管理執行
と、事務処理の結
果の責任の所在
が一致しない
・数が少ない

活
用

事
例

連携中枢都市圏の形
成、都道府県による
補完・支援等

宝くじの発行事
務、農業用水管
理、視聴覚教室、
教科用図書採択
等

介護区分認定
審査会、公平
委員会、障害
区分認定審査
会、指導主事
等

公平委員会、住民票
の相互交付、公営競
技（場外発売）、消
防・救急、ごみ処理
等

上水道、簡易水
道等
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制度の種類
別法人の設立を要する仕組み

一部事務組合 広域連合

概略図

組織 独立した法人格あり

法律効果の帰属 一部事務組合に帰属 広域連合に帰属

その他 ・財産を保有できる
・財産を保有できる
・首長を直接選挙できる
・連合長に代えて理事会を置くことができる

当事者 複数の団体

設置
①関係地方公共団体の協議、規約作成
②関係地方公共団体の議会の議決
③都道府県知事の許可（※１）

解散
①関係地方公共団体の協議
②関係地方公共団体の議会の議決
③都道府県知事への届出（※２）

規約の変更等
①関係地方公共団体の協議
②関係地方公共団体の議会の議決
③都道府県知事の許可（※１）

紛争解決方法の
ビルトイン

×
（地方自治法上の紛争解決の一般的制度としての自治紛争処理委員の調停によることは可能）

特徴

・法人格を有するため、財産の保有が可能
・議会、固有の執行機関を有するため、責任
の所在が明確
・構成団体は事務処理権限を失う

・一部事務組合とほぼ共通
・国、都道府県から直接権限移譲を受けること
が可能
・規約の変更を要請することが可能

課題

・構成団体は一部事務組合の事務に関して
直接、権限を行使することができなくなる
・機動的な意思決定が難しい
・構成団体の議会の直接の審議の対象には
ならない
・やや減少傾向

・一部事務組合とほぼ共通
・国の施策導入に伴って設立されたものが多く、
その特性が発揮されている事例が少ない
・数が頭打ち

活用
事例

ごみ処理、し尿処理、消防･救急、火葬場等
後期高齢者医療、介護保険、障害者福祉、ごみ
処理等

X

A B C

事務処理

法律効果

※１ 都道府県の加入するもの及び数都道府県にわたるものについては総務大臣の許可
※２ 都道府県の加入するもの及び数都道府県にわたるものについては総務大臣への届出



総務省自治行政局市町村課

令和７年3月
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